
JP 4938632 B2 2012.5.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電界が存在しない状態でホモジニアス配列に配向させた液晶分子を含む液晶層を備える
液晶セルと、
　該液晶セルの一方の側に配置された第１の偏光子と、
　該液晶セルの他方の側に配置された第２の偏光子と、
　該液晶セルと該第１の偏光子との間に配置された、ｎｘ１＞ｎｙ１＞ｎｚ１を満たす第
１の異方性光学素子と、
　該第１の異方性光学素子と該液晶セルとの間に配置された、ｎｚ２＞ｎｘ２＞ｎｙ２の
関係を満たす第２の異方性光学素子と、を備え、かつ
　前記第１の異方性光学素子が、下記の式１及び式２を満たし、前記第２の異方性光学素
子が、下記の式３、式３’及び式４を満たし、前記第１の異方性光学素子及び第２の異方
性光学素子が、下記の式５を満たし、
　　９０ｎｍ＜Ｒｅ１＜１４０ｎｍ　　　　　　　　　　　　　　（式１）
　　１．１＜ＮＺ１＜１．７　　　　　　　　　　　　　　　　　（式２）
　　１５ｎｍ≦Ｒｅ２≦４０ｎｍ　　　　　　　　　　　　　　　（式３）
　　－１１０ｎｍ≦Ｒｔｈ２≦－７０ｎｍ　　　　　　　　　　　（式３’）
　　８０ｎｍ＜（ｎｚ２－ｎｙ２）×ｄ２＜１２０ｎｍ　　　　　　（式４）
　　１２０ｎｍ＜Ｒｅ１＋Ｒｅ２＜１６０ｎｍ　　　　　　　　　　（式５）
　該第１の異方性光学素子の遅相軸と該第２の異方性光学素子の遅相軸とが平行である、
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液晶パネル。
（ただし、第１の異方性光学素子、第２の異方性光学素子それぞれの、面内の遅相軸方向
の屈折率をｎｘ１、ｎｘ２、面内の進相軸方向の屈折率をｎｙ１、ｎｙ２、厚み方向の屈
折率をｎｚ１、ｎｚ２とし、Ｒｅ１＝（ｎｘ１－ｎｙ１）×ｄ１、Ｒｅ２＝（ｎｘ２－ｎ
ｙ２）×ｄ２、ＮＺ１＝（ｎｘ１－ｎｚ１）／（ｎｘ１－ｎｙ１）、Ｒｔｈ２＝（ｎｘ２
－ｎｚ２）×ｄ２であり、ｄ１、ｄ２はそれぞれ、第１の異方性光学素子、第２の異方性
光学素子の厚みを表す。）
【請求項２】
　前記液晶セルがＩＰＳモード、ＦＦＳモード、又はＦＬＣモードである、請求項１に記
載の液晶パネル。
【請求項３】
　前記液晶セルと前記第２の偏光子との間に存在する媒体が光学等方性である、請求項１
または２記載の液晶パネル。
【請求項４】
　前記第１の異方性光学素子の遅相軸と、前記第１の偏光子の吸収軸とが直交する、請求
項１から３のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項５】
　前記液晶セルの初期配向方向と、前記第２の偏光子の吸収軸の方向とが平行である、請
求項１から４のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項６】
　前記第１の異方性光学素子が、下記の式６を満たす、請求項５に記載の液晶パネル。
　　１２０ｎｍ＜（ｎｘ１－ｎｚ１）×ｄ１＜１７０ｎｍ （式６）
【請求項７】
　前記第２の異方性光学素子が、負の複屈折を有するポリマーを主成分とするフィルムの
延伸フィルムを含む、請求項１から６のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項８】
　前記液晶セルの初期配向方向と、該液晶セルの光源側に配置された偏光子の吸収軸の方
向とが平行である、請求項１から７のいずれかに記載の液晶パネル。 
【請求項９】
　前記液晶セルの初期配向方向と、該液晶セルの光源側に配置された偏光子の吸収軸の方
向とが直交する、請求項１から６のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項１０】
　請求項１から９のいずれかに記載の液晶パネルを含む、液晶表示装置。
【請求項１１】
　電界が存在しない状態でホモジニアス配列に配向させた液晶分子を含む液晶層を備える
液晶セルと、
　該液晶セルの一方の側に配置された第１の偏光子と、
　該液晶セルの他方の側に配置された第２の偏光子と、
　該液晶セルと該第１の偏光子との間に配置された、ｎｘ１＞ｎｙ１＞ｎｚ１を満たす第
１の異方性光学素子と、
　該第１の異方性光学素子と該液晶セルとの間に配置された、ｎｚ２＞ｎｘ２＞ｎｙ２の
関係を満たす第２の異方性光学素子と、を備える液晶パネルの製造に用いられる長尺積層
偏光板であって、
　偏光子と、ｎｘ１＞ｎｙ１＞ｎｚ１を満たす第１の異方性光学素子と、ｎｚ２＞ｎｘ２
＞ｎｙ２の関係を満たす第２の異方性光学素子とが、この順で積層されてなり、
　前記第１の異方性光学素子が、下記の式１及び式２を満たし、前記第２の異方性光学素
子が、下記の式３、式３’及び式４を満たし、前記第１の異方性光学素子及び第２の異方
性光学素子が、下記の式５を満たし、
　　９０ｎｍ＜Ｒｅ１＜１４０ｎｍ　　　　　　　　　　　　　　（式１）
　　１．１＜ＮＺ１＜１．７　　　　　　　　　　　　　　　　　（式２）
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　　１５ｎｍ≦Ｒｅ２≦４０ｎｍ　　　　　　　　　　　　　　　（式３）
　　－１１０ｎｍ≦Ｒｔｈ２≦－７０ｎｍ　　　　　　　　　　　（式３’）
　　８０ｎｍ＜（ｎｚ２－ｎｙ２）×ｄ２＜１２０ｎｍ　　　　　　（式４）
　　１２０ｎｍ＜Ｒｅ１＋Ｒｅ２＜１６０ｎｍ　　　　　　　　　　（式５）
　該第１の異方性光学素子の遅相軸と該第２の異方性光学素子の遅相軸とが平行である、
長尺積層偏光板。
（ただし、第１の異方性光学素子、第２の異方性光学素子それぞれの、面内の遅相軸方向
の屈折率をｎｘ１、ｎｘ２、面内の進相軸方向の屈折率をｎｙ１、ｎｙ２、厚み方向の屈
折率をｎｚ１、ｎｚ２とし、Ｒｅ１＝（ｎｘ１－ｎｙ１）×ｄ１、Ｒｅ２＝（ｎｘ２－ｎ
ｙ２）×ｄ２、ＮＺ１＝（ｎｘ１－ｎｚ１）／（ｎｘ１－ｎｙ１）、Ｒｔｈ２＝（ｎｘ２
－ｎｚ２）×ｄ２であり、ｄ１、ｄ２はそれぞれ、第１の異方性光学素子、第２の異方性
光学素子の厚みを表す。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶セルと偏光子と異方性光学素子とを有する液晶パネルに関する。また、
本発明は、上記液晶パネルを用いた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インプレーンスイッチング（ＩＰＳ）方式の液晶セルを備えた液晶表示装置は、電界無
印加時において、略水平な一方向に配向した液晶分子が、横方向の電界印加によって、約
４５度回転して光の透過（白表示）・遮蔽（黒表示）を制御するものである。従来のＩＰ
Ｓモードの液晶セルを備えた液晶表示装置は、偏光板の吸収軸に対して４５度の角度（方
位角４５度、１３５度、２２５度、３１５度）において斜め方向から画面を見た場合に、
コントラストが低下し、また、表示色が見る角度によって異なる現象（カラーシフトとも
いう）が大きくなるという問題があった。そこで、液晶セルの片側に複数枚の位相差フィ
ルムを配置して、カラーシフトを改善する方法が開示されている（例えば、特許文献１参
考）。　さらに、斜め方向のコントラストを改善する目的で、負の二軸性位相差フィルム
とポジティブＣプレートとを用いて、カラーシフトのみならず、コントラストも改善する
方法が提案されている（例えば特許文献２参照）。
【０００３】
　一方、液晶テレビ等に用いる大画面の液晶表示装置においては、光源の輝度がさらに上
昇する傾向があるために、よりコントラストの高い液晶パネルが求められている。しかし
ながら、従来技術の液晶パネルにおいては、依然、偏光板の吸収軸に対して４５度の角度
における光漏れがあり、コントラストが十分とは言えなかった。
【特許文献１】特開平１１－１３３４０８号公報
【特許文献２】特開２００６－１７８４０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明はこのような問題を解決するためになされたもので、その目的は、斜め方向の黒
輝度が低く、コントラストが改善された液晶パネル及び液晶表示装置を提供することであ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく、鋭意検討した結果、以下に示す液晶パネル及び
液晶表示装置により、上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００６】
　すなわち本発明は、
　電界が存在しない状態でホモジニアス配列に配向させた液晶分子を含む液晶層を備える
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液晶セルと、
　該液晶セルの一方の側に配置された第１の偏光子と、
　該液晶セルの他方の側に配置された第２の偏光子と、
　該液晶セルと該第１の偏光子との間に配置された、ｎｘ１＞ｎｙ１＞ｎｚ１を満たす第
１の異方性光学素子と、
　該第１の異方性光学素子と該液晶セルとの間に配置された、ｎｚ２＞ｎｘ２＞ｎｙ２の
関係を満たす第２の異方性光学素子と、を備え、かつ
　前記第１の異方性光学素子が、下記の式１及び式２を満たし、前記第２の異方性光学素
子が、下記の式３、式３’及び式４を満たし、前記第１の異方性光学素子及び第２の異方
性光学素子が、下記の式５を満たし、
　　９０ｎｍ＜Ｒｅ１＜１４０ｎｍ　　　　　　　　　　　　　　（式１）
　　１．１＜ＮＺ１＜１．７　　　　　　　　　　　　　　　　　（式２）
　　１５ｎｍ≦Ｒｅ２≦４０ｎｍ　　　　　　　　　　　　　　　（式３）
　　－１１０ｎｍ≦Ｒｔｈ２≦－７０ｎｍ　　　　　　　　　　　（式３’）
　　８０ｎｍ＜（ｎｚ２－ｎｙ２）×ｄ２＜１２０ｎｍ　　　　　　（式４）
　　　１２０ｎｍ＜Ｒｅ１＋Ｒｅ２＜１６０ｎｍ　　　　　　　　　　（式５）
　該第１の異方性光学素子の遅相軸と該第２の異方性光学素子の遅相軸とが平行である、
液晶パネルに関する。
（ただし、第１の異方性光学素子、第２の異方性光学素子それぞれの、面内の遅相軸方向
の屈折率をｎｘ１、ｎｘ２、面内の進相軸方向の屈折率をｎｙ１、ｎｙ２、厚み方向の屈
折率をｎｚ１、ｎｚ２とし、Ｒｅ１＝（ｎｘ１－ｎｙ１）×ｄ１、Ｒｅ２＝（ｎｘ２－ｎ
ｙ２）×ｄ２、ＮＺ１＝（ｎｘ１－ｎｚ１）／（ｎｘ１－ｎｙ１）、Ｒｔｈ２＝（ｎｘ２
－ｎｚ２）×ｄ２であり、ｄ１、ｄ２はそれぞれ、第１の異方性光学素子、第２の異方性
光学素子の厚みを表す。）
【０００７】
　本発明の液晶パネルにおいては、前記液晶セルがＩＰＳモード、ＦＦＳモード又はＦＬ
Ｃモードであることが好ましい。
【０００８】
　本発明の液晶パネルにおいては、前記液晶セルと前記第２の偏光子との間に存在する媒
体が光学等方性であることが好ましい。かかる媒体が光学等方性であるとは、液晶パネル
の法線方向、及び斜め方向のいずれの方向を透過する光に対しても、その偏光状態を実質
的に変換させないことを指す。かかる実施形態としては、他のフィルム等の光学素子を介
さずに、第２の偏光子２０’と液晶セル１０とを粘着層、あるいは接着層等を用いて積層
する形態や、液晶セル１０と第２の偏光子２０’との間に等方性光学素子５０を配置する
形態が挙げられる。
【０００９】
　また、液晶セル１０と第２の偏光子２０’との間の光学等方性の媒体として等方性光学
素子を有することも好ましい形態である。このような等方性光学素子としては、前記した
ように、液晶パネルの法線方向、及び斜め方向のいずれの方向を透過する光に対しても、
その偏光状態を実質的に変換しないものを指し、面内レターデーションＲｅ３が１０ｎｍ
以下であり、かつ、（ｎｘ３－ｎｚ３）×ｄ３で表される厚み方向レターデーションＲｔ
ｈ３が１０ｎｍ以下であるものを包含する。
【００１０】
　本発明の液晶パネルにおいては、斜め方向の黒輝度を小さくする観点から、前記第１の
異方性光学素子の遅相軸と、前記第１の偏光子の吸収軸とが直交することが好ましい。
【００１１】
　本発明の液晶パネルの一態様として、前記液晶セルの初期配向方向と、前記第２の偏光
子の吸収軸の方向とが平行である構成を採用することができる。
【００１４】
　さらに、本発明の液晶パネルにおいては、前記第１の異方性光学素子が、下記の式６を
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満たす、ことが好ましい。
　　１２０ｎｍ＜（ｎｘ１－ｎｚ１）×ｄ１＜１７０ｎｍ （式６）
【００１５】
　本発明の液晶パネルにおいては、前記第２の異方性光学素子としては、負の複屈折を有
するポリマーを主成分とするフィルムの延伸フィルムを含むことができる。
【００１６】
　本発明の液晶パネルにおいては、前記液晶セルの初期配向方向と、該液晶セルの光源側
に配置された偏光子の吸収軸の方向とが平行である所謂「Ｏモード」、直交する所謂「Ｅ
モード」のいずれをも採用することができる。
【００１７】
　さらに、本発明は前記液晶パネルを含む、液晶表示装置に関する。
【００１８】
　また、本発明は、前記液晶パネルの製造に用いられる長尺積層偏光板を提供する。かか
る偏光板は、偏光子と、ｎｘ１＞ｎｙ１＞ｎｚ１を満たす第１の異方性光学素子と、ｎｚ
２＞ｎｘ２＞ｎｙ２の関係を満たす第２の異方性光学素子と、がこの順で積層されている
ことが好ましい。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の液晶パネルは、第１の異方性光学素子及び第２の異方性光学素子を液晶セルと
該液晶セルの一方の側に配置された第１の偏光子との間に配置し、第１の異方性光学素子
を第１の偏光子と第２の異方性光学素子との間に配置することによって、液晶表示装置の
黒表示における斜め方向の光漏れを低減し、コントラストを高めることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
［液晶パネル全体の概略］
　図１に、本発明の好ましい実施形態による液晶パネルの概略断面図を示す。本発明の液
晶パネルは、いわゆるＯモードであってもよく、いわゆるＥモードであってもよい。「Ｏ
モードの液晶パネル」とは、液晶セルの光源側に配置された偏光子の吸収軸方向と、液晶
セルの初期配向方向とが平行であるものをいう。「Ｅモードの液晶パネル」とは、液晶セ
ルの光源側に配置された偏光子の吸収軸方向と、液晶セルの初期配向方向とが直交するも
のをいう。なお、本願明細書、並びに特許請求の範囲において、「平行」とは、完全に平
行であるもののみならず、実質的に平行であることを包含し、その角度は一般に±２°以
内であり、好ましくは±１°以内、より好ましくは±０．５°以内である。また、「直交
」とは、完全に直交する場合のみならず、実質的に直交することを包含し、その角度は一
般に９０±２°の範囲であり、好ましくは９０±１°、より好ましくは９０±０．５の範
囲である。
【００２１】
　図２（ａ）は、本発明の液晶パネルがＯモードを採用する場合の概略斜視図であり、図
２（ｂ）は、本発明の液晶パネルがＥモードを採用する場合の概略斜視図である。図１並
びに図２（ａ）、（ｂ）においては、上側が視認側、下側が光源側に該当する。また、こ
れらの図における各構成部材の縦横の比率、及び厚みの比率は、簡単のため、実際とは異
なって記載されている。
【００２２】
　液晶パネル１００は、液晶セル１０と、液晶セル１０の一方の側に配置された第１の偏
光子２０と、液晶セル１０の他方の側に配置された第２の偏光子２０’と、液晶セル１０
と第１の偏光子２０との間に配置された第１の異方性光学素子３０と、第１の異方性光学
素子３０と液晶セル１０との間に配置された第２の異方性光学素子４０とを備える。さら
に、図２（ａ）、（ｂ）に示すように、液晶セル１０と第２の偏光子２０’との間に等方
性光学素子５０を有することが好ましい。
【００２３】
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　前記第１の異方性光学素子３０の面内の遅相軸方向の屈折率をｎｘ１、面内の進相軸方
向の屈折率をｎｙ１、厚み方向の屈折率をｎｚ１とした場合、ｎｘ１＞ｎｙ１＞ｎｚ１で
ある。また、前記第２の異方性光学素子４０のフィルム厚みをｄ２、面内の遅相軸方向の
屈折率をｎｘ２、面内の進相軸方向の屈折率をｎｙ２、厚み方向の屈折率をｎｚ２、とし
た場合。ｎｚ２＞ｎｘ２＞ｎｙ２である。
【００２４】
　なお、実用的には、偏光子２０、２０’の外側には、任意の適切な保護層を配置するこ
とが好ましい。また、別の実施形態においては、図１に示した各構成部材の間に他の構成
部材を配置することもできる。
【００２５】
　第２の偏光子２０’は、その吸収軸が液晶セル１０の初期配向方向と平行となるように
配置されることが好ましい。この場合第１の偏光子２０は、その吸収軸方向と、液晶セル
１０の初期配向方向とが直交するように配置される。
【００２６】
　すなわち、本発明の液晶パネルがＯモードを採用する場合、図２（ａ）のように、第１
の偏光子２０、第１の異方性光学素子３０及び第２の異方性光学素子４０は液晶セル１０
の視認側に配置され、第２の偏光子２０’は液晶セル１０の光源側に配置されることが好
ましい。また、Ｅモードを採用する場合、図２（ｂ）のように、第１の偏光子２０、第１
の異方性光学素子３０及び第２の異方性光学素子４０は液晶セル１０の光源側に配置され
、第２の偏光子２０’は液晶セル１０の視認側に配置されることが好ましい。
【００２７】
　以下、本発明の液晶パネルを構成する、液晶セル、第１の異方性光学素子、第２の異方
性光学素子、及び偏光子について説明する。
【００２８】
［液晶セル］
　図１を参照すると、本発明の液晶パネルに用いられる液晶セル１０は、一対の基板１１
、１１’と、基板１１、１１’間に挟持された表示媒体としての液晶層１２とを有する。
一般的な構成においては、一方の基板１１に、カラーフィルター及びブラックマトリクス
が設けられており、他方の基板１１’に、液晶の電気光学特性を制御するスイッチング素
子と、このスイッチング素子にゲート信号を与える走査線及びソース信号を与える信号線
と、画素電極及び対向電極とが設けられている。上記基板１１、１１’の間隔（セルギャ
ップ）は、スペーサー等によって制御できる。上記基板１１、１１’の液晶層１２と接す
る側には、例えば、ポリイミドからなる配向膜等を設けることができる。
【００２９】
　上記液晶層１２は、電界が存在しない状態でホモジニアス配列に配向させた液晶分子を
含む。このような液晶層（結果として、液晶セル）は、液晶層の遅相軸方向、進相軸方向
、及び厚み方向の屈折率をそれぞれ、ｎｘ、ｎｙ、ｎｚとした場合、代表的には、ｎｘ＞
ｎｙ＝ｎｚの屈折率分布を示す。なお、本明細書において、ｎｙ＝ｎｚとは、ｎｙとｎｚ
が完全に同一である場合だけでなく、ｎｙとｎｚとが実質的に同一である場合も包含する
。また、「液晶セルの初期配向方向」とは、電界が存在しない状態で、液晶層に含まれる
液晶分子が配向した結果生じる液晶層の面内屈折率が最大となる方向をいう。
【００３０】
　このような屈折率分布を示す液晶層を用いる駆動モードの代表例としては、インプレー
ンスイッチング（ＩＰＳ）モード、フリンジフィールドスイッチング（ＦＦＳ）モード及
び強誘電性液晶（ＦＬＣ）モード等が挙げられる。このような駆動モードに用いられる液
晶の具体例としては、ネマチック液晶、スメクチック液晶が挙げられる。一般には、ＩＰ
Ｓモード及びＦＦＳモードにはネマチック液晶が用いられ、ＦＬＣモードにはスメクチッ
ク液晶が用いられる。
【００３１】
　上記ＩＰＳモードは、電圧制御複屈折（ＥＣＢ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ Ｃｏｎｔ
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ｒｏｌｌｅｄ Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｎｅｎｃｅ）効果を利用し、電界が存在しない状態で
ホモジニアス配向させた液晶分子を、例えば、金属で形成された対向電極と画素電極とで
発生させた基板に平行な電界（横電界ともいう）で応答させる。より具体的には、例えば
、テクノタイムズ社出版「月刊ディスプレイ７月号」ｐ．８３～ｐ．８８（１９９７年版
）や、日本液晶学会出版「液晶ｖｏｌ．２Ｎｏ．４」ｐ．３０３～ｐ．３１６（１９９８
年版）に記載されているように、ノーマリーブッラクモードでは、液晶セルの電界無印加
時の配向方向と一方の側の偏光子の吸収軸とを一致させて、上下の偏光板を直交配置させ
ると、電界のない状態で完全に黒表示になる。電界があるときは、液晶分子が基板に平行
を保ちながら回転動作することによって、回転角に応じた透過率を得ることができる。な
お、上記のＩＰＳモードは、Ｖ字型電極又はジグザグ電極等を採用した、スーパー・イン
プレーンスイッチング（Ｓ－ＩＰＳ）モードや、アドバンスド・スーパー・インプレーン
スイッチング（ＡＳ－ＩＰＳ）モードを包含する。
【００３２】
　上記ＦＦＳモードは、電圧制御複屈折効果を利用し、電界が存在しない状態でホモジニ
アス分子配列に配向させた液晶分子を、例えば、透明導電体で形成された対向電極と画素
電極とで発生させた基板に平行な電界（横電界ともいう）で応答させるものをいう。なお
、ＦＦＳモードにおける横電界は、フリンジ電界ともいう。このフリンジ電界は、透明導
電体で形成された対向電極と画素電極との間隔を、セルギャップより狭く設定することに
よって発生させることができる。より具体的には、ＳＩＤ（Ｓｏｃｉｅｔｙｆｏｒ Ｉｎ
ｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｄｉｓｐｌａｙ）２００１ Ｄｉｇｅｓｔ，ｐ．４８４－ｐ．４８７
や、特開２００２－０３１８１２号公報に記載されているように、ノーマリーブラックモ
ードでは、液晶セルの電界無印加時の配向方向と、一方の側の偏光子の吸収軸とを一致さ
せて、上下の偏光板を直交配置させると、電界のない状態で完全に黒表示になる。電界が
あるときは、液晶分子が基板に平行を保ちながら回転動作することによって、回転角に応
じた透過率を得ることができる。なお、上記のＦＦＳモードは、Ｖ字型電極又はジグザグ
電極等を採用した、アドバンスド・フリンジフィールドスイッチング（Ａ－ＦＦＳ）モー
ドや、ウルトラ・フリンジフィールドスイッチング（Ｕ－ＦＦＳ）モードを包含する。
【００３３】
　上記ＦＬＣモードは、例えば、強誘電性のカイラルスメクチック液晶を、厚み１μｍ～
２μｍ程度の電極基板間に封入した場合に、２つの安定な分子配向状態を示すという性質
を利用する。より具体的には、印加電圧によって、上記強誘電性カイラルスメクチック液
晶分子を基板に平行な面内で回転させて応答させる。このＦＬＣモードは、上記ＩＰＳモ
ードや上記ＦＦＳモードと同様の原理で、黒白表示を得ることができる。さらに、上記Ｆ
ＬＣモードは、他の駆動モードと比較して、応答速度が速いという特徴を有する。なお、
本明細書において、上記ＦＬＣモードは、表面安定化（ＳＳ－ＦＬＣ）モード、反強誘電
性（ＡＦＬＣ）モード、高分子安定化（ＰＳ－ＦＬＣ）モード、及びＶ字特性（Ｖ－ＦＬ
Ｃ）モードを包含する。
【００３４】
　上記ホモジニアス配向させた液晶分子とは、配向処理された基板と液晶分子の相互作用
の結果として、上記液晶分子の配向ベクトルが基板平面に対し、平行かつ一様に配向した
状態のものをいう。なお、本願明細書並びに特許請求の範囲においては、上記配向ベクト
ルが基板平面に対し、わずかに傾いている場合、すなわち上記液晶分子がプレチルトをも
つ場合も、ホモジニアス配向に包含される。液晶分子がプレチルトをもつ場合は、そのプ
レチルト角は、２０°以下であるほうが、コントラストを高く保ち、良好な表示特性が得
られる点で好ましい。
【００３５】
　上記ネマチック液晶としては、目的に応じて任意の適切なネマチック液晶が採用され得
る。例えば、ネマチック液晶は、誘電率異方性が正のものであっても、負のものであって
も良い。上記ネマチック液晶の常光屈折率（ｎｏ）と異常光屈折率（ｎｅ）との差、即ち
複屈折率（ΔｎＬＣ）は、前記液晶の応答速度や透過率等によって適宜選択され得るが、
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通常０．０５～０．３０であることが好ましい。
【００３６】
　上記スメクチック液晶としては、目的に応じて任意の適切なスメクチック液晶が採用さ
れ得る。好ましくは、スメクチック液晶は、分子構造の一部に不斉炭素原子を有し、強誘
電性を示すもの（強誘電液晶ともいう）が用いられる。強誘電性を示すスメクチック液晶
の具体例としては、ｐ-デシロキシベンジリデン－ｐ’－アミノ－２－メチルブチルシン
ナメート、ｐ-ヘキシルオキシベンジリデン－ｐ’－アミノ－２－クロロプロピルシンナ
メート、４－ｏ－（２－メチル）ブチルレゾルシリデン－４’－オクチルアニリンが挙げ
られる。
【００３７】
　上記液晶セルのセルギャップ（基板間隔）としては、目的に応じて任意の適切なセルギ
ャップが採用され得る。セルギャップは、好ましくは１．０～７．０μｍである。かかる
範囲内であれば、応答時間を短くすることができ、良好な表示特性を得ることができる。
【００３８】
［第１の異方性光学素子］
　本発明の液晶パネルにおいて、第１の異方性光学素子は、前述のとおり、面内の遅相軸
方向の屈折率をｎｘ１、面内の進相軸方向の屈折率をｎｙ１、厚み方向の屈折率をｎｚ１
、とした場合に、ｎｘ１＞ｎｙ1＞ｎｚ1を満たす。このような位相差フィルムは、「負の
二軸プレート」、あるいは「ネガティブ二軸プレート」等と称される場合がある。
【００３９】
　第１の異方性光学素子は、以下の式１及び式２を満足することが好ましい。
　　９０ｎｍ＜Ｒｅ１＜１４０ｎｍ （式１）
　　１．１＜ＮＺ１＜１．７ （式２）
（ただし、Ｒｅ１＝（ｎｘ１－ｎｙ１）×ｄ１で表される正面レターデーションであり、
ＮＺ１＝（ｎｘ１－ｎｚ１）／（ｎｘ１－ｎｙ１）である。ｄ１は、第１の異方性光学素
子の厚みを表す。）
【００４０】
　なお、本願明細書並びに特許請求の範囲においては、特に断りのない限り、屈折率やレ
ターデーション値等は、温度２３℃における、波長５９０ｎｍでの測定値を指す。
【００４１】
　本発明に用いられる第１の異方性光学素子の正面レターデーションＲｅ１は、９５～１
４０ｎｍであることがより好ましく、１００～１３０ｎｍであることがさらに好ましく、
１０５～１２０ｎｍであることが特に好ましい。
【００４２】
　また、ＮＺ１の値は、１．１５～１．６であることがより好ましく、１．２～１．５５
であることがさらに好ましく、１．２５～１．５であることが特に好ましい。
【００４３】
　さらに、本発明に用いられる第１の異方性光学素子は、下記の式６を満たすことが好ま
しい。
　　１２０ｎｍ＜（ｎｘ１－ｎｚ１）×ｄ１＜１７０ｎｍ　　　　　　（式６）
【００４４】
　ここで、上記（ｎｘ１－ｎｚ１）×ｄ１を、第１の異方性光学素子の厚み方向レターデ
ーションＲｔｈ１と定義すると、Ｒｔｈ１は、１２５～１６５ｎｍであることがより好ま
しく、１３０～１６０ｎｍであることがさらに好ましく、１３５～１５５ｎｍであること
が特に好ましい。
【００４５】
　なお、上記のＲｅ１、Ｒｔｈ１、ＮＺ１については、それぞれの定義より、下記の式７
を満たすことを付言しておく。
　　Ｒｔｈ１＝Ｒｅ１×ＮＺ１　　　（式７）
【００４６】
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　第１の異方性光学素子の光学特性を上記範囲とすることで、液晶表示装置の斜め方向、
特に、偏光板の吸収軸に対して４５度の角度（方位角４５度、１３５度、２２５度、３１
５度）から見た際の黒表示の光漏れを低減し、コントラストを高めることができる。
【００４７】
　第１の異方性光学素子の材料や製造方法等は、上記の光学特性を満足するものであれば
、特に制限はない。上記第１の異方性光学素子は、位相差フィルム単独であってもよく、
２枚以上の位相差フィルムの積層体であってもよい。好ましくは、第１の異方性光学素子
は、単独の位相差フィルムである。偏光子の収縮応力や光源の熱によるレターデーション
値のズレやムラを低減し、且つ、液晶パネルを薄くすることができるからである。第１の
異方性光学素子が積層体である場合には、２枚以上の位相差フィルムを貼着するための粘
着剤層や接着剤層を含んでも良い。積層体が２枚以上の位相差フィルムを含む場合には、
これらの位相差フィルムは、同一であっても異なっていても良い。
【００４８】
　第１の異方性光学素子に用いられる位相差フィルムの光学特性は、用いられる位相差フ
ィルムの枚数によって、適宜選択することができる。例えば、第１の異方性光学素子が位
相差フィルム単独で構成される場合には、位相差フィルムの正面レターデーションや、厚
み方向レターデーションは、それぞれ、第１の異方性光学素子の正面レターデーションＲ
ｅ１や厚み方向レターデーションＲｔｈ１と等しくすることが好ましい。従って、偏光子
や第２の異方性光学素子に上記第１の異方性光学素子を積層する際に用いられる粘着剤層
や接着剤層等のレターデーション値は、できる限り小さいことが好ましい。
【００４９】
　上記第１の異方性光学素子の全体厚みは、好ましくは１０～５００μｍ、更に好ましく
は２０～４００μｍ、最も好ましくは３０～３００μｍである、第１の異方性光学素子が
このような範囲の厚みを有することで、製造時のハンドリング性に優れ、かつ、液晶表示
装置の光学的均一性を高めることができる。
【００５０】
　第１の異方性光学素子に用いられる位相差フィルムとしては、透明性、機械的強度、熱
安定性、水分遮蔽性などに優れ、歪によって光学的なムラの生じにくいものが好ましい。
上記位相差フィルムとしては、熱可塑性樹脂を主成分とする高分子フィルムの延伸フィル
ムが好ましく用いられる。本明細書において、「延伸フィルム」とは適当な温度で未延伸
のフィルムに張力を加え、又は予め延伸されたフィルムに更に張力を加え、特定の方向に
分子の配向を高めたプラスチックフィルムをいう。
【００５１】
　上記位相差フィルムの波長５９０ｎｍの光で測定した透過率としては、好ましくは８０
％以上であり、更に好ましくは８５％以上であり、特に好ましくは９０％以上である。光
線透過率の理論的な上限は１００％であるが、空気とフィルムが屈折率差に起因して表面
反射が生じることから、光線透過率の実現可能な上限は概ね９４％である。なお、第１の
異方性光学素子全体としても、同様の透過率を有することが好ましい。
【００５２】
　上記位相差フィルムの光弾性係数の絶対値は、１．０×１０－１０ｍ２／Ｎ以下である
ことが好ましく、５．０×１０－１１ｍ２／Ｎ以下であることがより好ましく、３．０×
１０－１１ｍ２／Ｎ以下であることがさらに好ましく、１．０×１０－１１ｍ２／Ｎ以下
であることが特に好ましい。光弾性係数の値を上記の範囲とすることによって、光学的均
一性に優れ、かつ、高温高湿等の環境においても光学特性の変化が小さく、耐久性に優れ
た液晶表示装置を得ることができる。また、光弾性係数の下限は特に制限されないが、一
般には５．０×１０－１３ｍ２／Ｎ以上であり、１．０×１０－１２ｍ２／Ｎ以上である
ことが好ましい。光弾性係数が過度に小さいと、レターデーションの発現性が小さくなる
傾向があるため、正面レターデーションＲｅ１を前記式１のような範囲とすることが困難
となる場合がある。光弾性係数は、ポリマー等の化学構造に固有の値であるが、光弾性係
数の符号（正負）が異なる複数の成分を共重合、あるいは混合することによって、光弾性
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係数を低く抑制することもできる。
【００５３】
　上記位相差フィルムの厚みは、位相差フィルムに用いる材料や、異方性光学素子の積層
構造に応じて適宜選択され得るが、第１の異方性光学素子が位相差フィルム単独で構成さ
れる場合には、１０～２５０μｍであることが好ましく、更に好ましくは２０～２００μ
ｍであることがより好ましく、３０～１５０μｍであることがさらに好ましい。上記の範
囲であれば、機械的強度や表示均一性に優れた位相差フィルムとすることができる。
【００５４】
　上記熱可塑性樹脂を主成分とする高分子フィルムを得る方法としては、任意の適切な成
形加工法が用いられ、例えば、圧縮成形法、トランスファー成形法、射出成形法、押出成
形法、ブロー成形法、粉末成形法、ＦＲＰ成形法、及びソルベントキャスティング法等か
ら適宜、適切なものが選択され得る。これらの製法の中でも好ましくは、押出成形法又は
ソルベントキャスティング法が用いられる。平滑性が高く、かつ、良好な光学的均一性を
有する位相差フィルムを得ることができるからである。更に詳細には、上記押出成形法は
、主成分となる熱可塑性樹脂、可塑剤、添加剤等を含む樹脂組成物を加熱して溶融し、こ
れをＴダイ等によりキャスティングロールの表面に薄膜状に押出して、冷却させてフィル
ムを製造する方法である。また、上記ソルベントキャスティング法は、主成分となる熱可
塑性樹脂、可塑剤、添加剤等を含む樹脂組成物を溶剤に溶解した濃厚溶液（ドープ）を脱
泡し、金属製のエンドレスベルト若しくは回転ドラム、又はプラスチック基材等の表面に
均一に薄膜状に流延し、溶剤を蒸発させてフィルムを製造する方法である。なお、成形条
件は、用いる樹脂の組成や種類、成形加工法等によって、適宜選択され得る。
【００５５】
　上記熱可塑性樹脂を形成する材料としては特に限定されないが、ｎｘ１＞ｎｙ1＞ｎｚ1
の特性を満足するネガティブ二軸プレートを得る目的においては、正の複屈折を有するポ
リマーを用いることが好ましい。
【００５６】
　ここで、「正の複屈折を有する」とは、ポリマーを延伸等により配向させた場合に、そ
の配向方向の屈折率が相対的に大きくなるものをいい、多くのポリマーがこれに該当する
。正の複屈折を有するポリマーとしては、例えば、ポリカーボネート系樹脂、ポリビニル
アルコール系樹脂、トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロース、トリプロピオニル
セルロース、ジプロピオニルセルロース等のセルロース脂肪酸エステル、あるいは、セル
ロースエーテル等のセルロース系樹脂、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフ
タレートの如きポリエステル系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリイミド系樹脂、環状ポ
リオレフィン系（ポリノルボルネン系）樹脂、ポリスルホン系樹脂、ポリエーテルスルホ
ン系樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエチレンやポリプロピレンの如きポリオレフィン系樹脂
等が挙げられる。これらのポリマーは一種を単独で用いることもできるし、二種以上を混
合して用いることもできる。また、これらを共重合、分枝、架橋、分子末端修飾（又は封
止）、及び立体規則変性等によって変性して用いることもできる。
【００５７】
　上記熱可塑性樹脂を主成分とする高分子フィルムは、必要に応じて任意の適切な添加剤
をさらに含有し得る。添加剤の具体例としては、可塑剤、熱安定剤、光安定剤、滑剤、抗
酸化剤、紫外線吸収剤、難燃剤、着色剤、帯電防止剤、相溶化剤、架橋剤、及び増粘剤等
が挙げられる。使用される添加剤の種類及び量は、目的に応じて適宜設定され得る。添加
剤の使用量は、代表的には、当該高分子フィルムの全固形分１００重量部に対して、１０
重量部である。添加剤の使用量が過度に大きくなると、フィルムの透明性が損なわれたり
、添加剤がフィルム表面から滲み出したりする場合がある。
【００５８】
　高分子フィルムの延伸フィルムを形成する方法としては、任意の適切な延伸方法が採用
され得る。具体例としては、縦一軸延伸法、横一軸延伸法、縦横逐次二軸延伸法、縦横同
時二軸延伸法等が挙げられる。延伸手段としては、ロール延伸機、テンター延伸機やパン
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タグラフ式あるいはリニアモーター式の二軸延伸機等、任意の適切な延伸機を用いること
ができる。加熱しながら延伸を行う場合には、温度を連続的に変化させてもよく、段階的
に変化させてもよい。また、延伸工程を２回以上に分割してもよい。二軸性の位相差フィ
ルムを得る観点からは、横一軸延伸法、縦横逐次二軸延伸法、縦横同時二軸延伸法を好適
に用い得る。
【００５９】
　正の複屈折を有するポリマーにおいては、前述のように配向方向の屈折率が相対的に大
きくなることから、横一軸延伸法の場合は、フィルムの搬送方向と直交する方向、すなわ
ち、フィルムの幅方向に遅相軸を有する（換言すると、幅方向の屈折率がｎｘ１となる）
。縦横逐次二軸延伸法、縦横同時二軸延伸法の場合は、縦・横の延伸倍率の比によって、
搬送方向、幅方向のいずれを遅相軸とすることもできる。すなわち、縦（搬送）方向の延
伸倍率を相対的に大きくすると、縦（搬送）方向が遅相軸となり、横（幅）方向の延伸倍
率を相対的に大きくすると、横（幅）方向が遅相軸となる。
【００６０】
　フィルムの搬送方向、幅方向のどちらが遅相軸となるように延伸することが好ましいか
については、液晶パネルの構成によって異なるが、第１の異方性光学素子の遅相軸と該第
２の異方性光学素子の遅相軸とを平行にするという観点からは、両者の遅相軸方向が同一
となるように調整することが好ましい。すなわち、第２の異方性光学素子がフィルム搬送
方向に遅相軸を有する場合は、第１の異方性光学素子もフィルム搬送方向に遅相軸を有す
ることが好ましく、第２の異方性光学素子がフィルム幅方向に遅相軸を有する場合は、第
１の異方性光学素子もフィルム幅方向に遅相軸を有することが好ましい。このように遅相
軸の方向を調整することによって、両者をロール・トゥー・ロールで積層することで遅相
軸が平行な積層体を得ることができるため、生産性に優れている。
【００６１】
　上記高分子フィルムを延伸する際の延伸オーブン内の温度（延伸温度ともいう）は、当
該高分子フィルムのガラス転移温度（Ｔｇ）付近であることが好ましい。具体的にはＴｇ
－１０℃～Ｔｇ＋３０℃であることが好ましく、Ｔｇ～Ｔｇ＋２５℃であることがより好
ましく、Ｔｇ＋５～Ｔｇ＋２０℃であることがさらに好ましい。延伸温度が低すぎると、
レターデーション値や遅相軸の方向が幅方向で不均一となったり、フィルムが結晶化（白
濁）しやすい傾向がある。また、延伸温度が過度に高いと、フィルムが融解したり、位相
差の発現が不十分となる傾向がある。延伸温度は代表的には、１１０～２００℃の範囲で
ある。なお、ガラス転移温度は、ＪＩＳＫ７１２１－１９８７に準じたＤＳＣ法により求
めることができる。
【００６２】
　上記延伸オーブン内の温度を制御する具体的な方法については、特に制限はなく、熱風
又は冷風が循環する空気循環式恒温オーブン、マイクロ波若しくは遠赤外線などを利用し
たヒーター、温度調節用に加熱されたロール、ヒートパイプロール又は金属ベルトなどの
加熱方法や温度制御方法から、適宜、選択できる。
【００６３】
　高分子フィルムを延伸する際の延伸倍率は、当該高分子フィルムの組成、揮発性成分等
の種類、揮発性成分等の残留量、設計するレターデーション値等から決められるものであ
って、特に限定されるものではないが、例えば、１．０５～５．００倍が好ましく用いら
れる。また、延伸時の送り速度は、特に制限はないが、延伸装置の機械精度、安定性等か
ら好ましくは０．５～２０ｍ／分である。
【００６４】
　第１の異方性光学素子に用いられる位相差フィルムには、上述した他にも、市販の光学
フィルムをそのまま用いることもできる。また、市販の光学フィルムに延伸処理及び／又
は緩和処理などの２次加工を施してから用いても良い。
【００６５】
［第２の異方性光学素子］
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　第２の異方性光学素子は、前述のとおり、面内の遅相軸方向の屈折率をｎｘ２、面内の
進相軸方向の屈折率をｎｙ２、厚み方向の屈折率をｎｚ２、とした場合。ｎｚ２＞ｎｘ２
＞ｎｙ２を満たす。このような位相差フィルムは、「正の二軸プレート」、あるいは「ポ
ジティブ二軸プレート」等と称される場合がある。
【００６６】
　第２の異方性光学素子は、以下の式３及び式４を満足することが好ましい。
　　１０ｎｍ＜Ｒｅ２＜７０ｎｍ　　　　　　　　　　　　　　　（式３）
　　８０ｎｍ＜（ｎｚ２－ｎｙ２）×ｄ２＜１２０ｎｍ　　　　　　（式４）
（ただし、Ｒｅ２＝（ｎｘ２－ｎｙ２）×ｄ２で表される正面レターデーションであり、
ｄ２は、第２の異方性光学素子の厚みを表す。）
【００６７】
　本発明に用いられる第２の異方性光学素子の正面レターデーションＲｅ２は、１５～６
５ｎｍであることがより好ましく、２０～６０ｎｍであることがさらに好ましく、２５～
５５ｎｍであること特に好ましく、３０～５０ｎｍであることが最も好ましい。
【００６８】
　また、（ｎｚ２－ｎｙ２）×ｄ２の値は、８５～１１５ｎｍであることがより好ましく
、９０～１１０ｎｍであることがさらに好ましい。
【００６９】
　なお、上記の（ｎｚ２－ｎｙ２）×ｄ２の値については、（ｎｘ２－ｎｚ２）×ｄ２を
、第２の異方性光学素子の厚み方向レターデーションＲｔｈ２と定義した場合、以下の式
８を満足することを付言しておく。
　　（ｎｚ２－ｎｙ２）×ｄ２＝Ｒｅ２－Ｒｔｈ２　　（式８）
【００７０】
　第２の異方性光学素子の光学特性を上記範囲とすることで、液晶表示装置の斜め方向、
特に、偏光板の吸収軸に対して４５度の角度（方位角４５度、１３５度、２２５度、３１
５度）から見た際の黒表示の光漏れを低減し、コントラストを高めることができる。
【００７１】
　さらに、本発明の液晶パネルにおいては、前記第１の異方性光学素子の正面レターデー
ションＲｅ１と第２の異方性光学素子の正面レターデーションＲｅ２が、下記の式５を満
たすことが好ましい。
　　１２０ｎｍ＜Ｒｅ１＋Ｒｅ２＜１６０ｎｍ　　　　　　　　　　（式５）
【００７２】
　Ｒｅ１とＲｅ２の和は１２５～１５５ｎｍであることがより好ましく、１３０～１５０
ｎｍであることがさらに好ましく、１３５～１４５ｎｍであること特に好ましい。
【００７３】
　前述の如く、第１の異方性光学素子と、第２の異方性光学素子とは、両者の遅相軸が平
行に配置されることから、Ｒｅ１とＲｅ２の和は、第１の異方性光学素子と、第２の異方
性光学素子を積層したものを１つの積層位相差フィルムとみなした場合における、該積層
位相差フィルムの正面レターデーションの値に略等しい。
【００７４】
　第２の異方性光学素子の材料や製造方法等は、上記の光学特性を満足するものであれば
、特に制限はない。上記第２の異方性光学素子は、位相差フィルム単独であってもよく、
２枚以上の位相差フィルムの積層体であってもよい。好ましくは、第２の異方性光学素子
は、単独の位相差フィルムである。偏光子の収縮応力や光源の熱によるレターデーション
値のズレやムラを低減し、液晶パネルを薄くすることができるからである。第２の異方性
光学素子が積層体である場合には、２枚以上の位相差フィルムを貼着するための粘着剤層
や接着剤層を含んでも良い。積層体が２枚以上の位相差フィルムを含む場合には、これら
の位相差フィルムは、同一であっても異なっていても良い。
【００７５】
　第２の異方性光学素子に用いられる位相差フィルムの光学特性は、用いられる位相差フ
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ィルムの枚数によって、適宜選択することができる。例えば、第２の異方性光学素子が位
相差フィルム単独で構成される場合には、位相差フィルムの正面レターデーションや、厚
み方向レターデーションは、それぞれ、第２の異方性光学素子の正面レターデーションＲ
ｅ２厚み方向レターデーションＲｔｈ２と等しくすることが好ましい。従って、偏光子や
第２の異方性光学素子に上記第２の異方性光学素子を積層する際に用いられる粘着剤層や
接着剤層等のレターデーション値は、できる限り小さいことが好ましい。
【００７６】
　第２の異方性光学素子に用いられる位相差フィルムとしては、第１の異方性光学素子に
用いられる位相差フィルムと同様に、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性などに
優れ、歪によって光学的なムラの生じにくいものが好ましく用いられる。上記位相差フィ
ルムとしては、熱可塑性樹脂を主成分とする高分子フィルムの延伸フィルムが好ましく用
いられる。かかるフィルムの厚み、透過率、光弾性係数や、その成形方法等は特に限定さ
れないが、前記第１の異方性光学素子における記載と同様の範囲であることが好ましい。
【００７７】
　上記熱可塑性樹脂を形成する材料としては特に限定されないが、ｎｚ２＞ｎｘ２＞ｎｙ
２の特性を満足するポジティブ二軸プレートを得る目的においては、負の複屈折を有する
ポリマーを用いることが好ましい。
【００７８】
　ここで、「負の複屈折を有する」とは、ポリマーを延伸等により配向させた場合に、そ
の配向方向の屈折率が相対的に小さくなる、換言すると、配向方向と直交する方向の屈折
率が大きくなるものをいう。このようなポリマーとしては、例えば、芳香族やカルボニル
基などの分極異方性の大きい化学結合や官能基が、ポリマーの側鎖に導入されているもの
が挙げられる。具体的には、アクリル系樹脂、スチレン系樹脂、マレイミド系樹脂等が挙
げられる。
【００７９】
　上記のアクリル系樹脂、スチレン系樹脂、マレイミド系樹脂の製法としては、例えば、
それぞれ、アクリル系モノマー、スチレン系モノマー、マレイミド系モノマー等を付加重
合させることによって得ることができる。また、重合後に、側鎖を置換したり、マレイミ
ド化やグラフト化反応をおこなう等によって、複屈折特性を制御することもできる。
【００８０】
　上記アクリル系樹脂としては、例えば、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリ
ブチルメタクリレート、ポリシクロヘキシルメタクリレート等が挙げられる。
【００８１】
　上記スチレン系樹脂の原料モノマーであるスチレン系モノマーとしては、例えば、スチ
レン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－クロロスチ
レン、ｐ－ニトロスチレン、ｐ－アミノスチレン、ｐ－カルボキシスチレン、ｐ－フェニ
ルスチレン、２，５－ジクロロスチレン、ｐ－ｔ－ブチルスチレン等が挙げられる。
【００８２】
　上記マレイミド系樹脂の原料モノマーとしては、例えば、Ｎ－エチルマレイミド、Ｎ－
シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－（２－メチルフェニル）マレ
イミド、Ｎ－（２－エチルフェニル）マレイミド、Ｎ－（２－プロピルフェニル）マレイ
ミド、Ｎ－（２－イソプロピルフェニル）マレイミド、Ｎ－（２，６－ジメチルフェニル
）マレイミド、Ｎ－（２，６－ジプロピルフェニル）マレイミド、Ｎ－（２，６－ジイソ
プロピルフェニル）マレイミド、Ｎ－（２－メチル－６－エチルフェニル）マレイミド、
Ｎ－（２－クロロフェニル）マレイミド、Ｎ－（２，６－ジクロロフェニル）、Ｎ－（２
－ブロモフェニル）マレイミド、Ｎ－（２，６－ジブロモフェニル）マレイミド、Ｎ－（
２－ビフェニル）マレイミド、Ｎ－（２－シアノフェニル）マレイミド、等が挙げられる
。上記マレイミド系モノマーは、例えば、東京化成工業（株）等から入手することができ
る。
【００８３】
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　上記負の複屈折を示すポリマーは、脆性や成形加工性、耐熱性の改善等を目的として、
他のモノマーが共重合されているものでもよい、このような目的で用いられる他のモノマ
ー成分としては、例えば、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１，３－ブタジエン、２
－メチル－１－ブテン、２－メチル－１－ペンテン、１－ヘキセン、アクリロニトリル、
アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、無水マレイン酸、酢酸ビニル等が挙げられる。
【００８４】
　上記、負の複屈折を示すポリマーが、スチレン系モノマーと他のモノマーとの共重合体
である場合、スチレン系モノマー成分の含有率は、好ましくは５０～８０モル％である。
上記負の複屈折を示すポリマーが、マレイミド系モノマーと他のモノマーとの共重合体で
ある場合、マレイミド系モノマー成分の含有率は、好ましくは２～５０モル％である。モ
ノマー成分の含有率が上記範囲であれば、靭性や成形加工性に優れたフィルムとすること
ができる。
【００８５】
　上記負の複屈折を示すポリマーの中でも、スチレン－無水マレイン酸共重合体、アクロ
ロニトリル共重合体、スチレン－（メタ）アクリレート共重合体、スチレン－マレイミド
共重合体、ビニルエステル－マレイミド共重合体、オレフィン－マレイミド共重合体を好
適に用いることができる。これらは一種を単独で用いることもできるし、二種以上を混合
して用いることもできる。これらのポリマーは、高い負の複屈折発現性を示し、かつ、耐
熱性に優れる。これらのポリマーは、例えばノヴァ・ケミカル・ジャパンや荒川化学工業
（株）等から入手することができる。
【００８６】
　また、負の複屈折を示すポリマーとして、下記一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位を
有するポリマーも好適に用いることができる。このようなポリマーは、出発原料のマレイ
ミド系モノマーとして、Ｎ置換基として、少なくともオルト位置に置換基を有するフェニ
ル基を導入したＮ－フェニル置換マレイミドを用いることにより得ることができる。この
ようなポリマーは、より一層、高い負の複屈折性を有し、かつ、耐熱性、機械強度に優れ
る。
【化１】

【００８７】
　上記一般式（Ｉ）中、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立して、水素、ハロゲン原子、カルボ
ン酸、カルボン酸エステル、水酸基、ニトロ基、又は炭素数１～８の直鎖若しくは分枝の
アルキル基若しくはアルコキシ基を表し（ただし、Ｒ１及びＲ５は同時に水素原子ではな
い）、Ｒ６及びＲ７は、水素原子又は炭素数１～８の直鎖若しくは分枝のアルキル基若し
くはアルコキシ基を表し、ｎは２以上の整数を表す。
【００８８】
　また、負の複屈折を示すポリマーとしては、上記したものに限定されず、例えば特開２
００５－３５０５４４号公報等に開示されているような環状オレフィン系共重合体等を用
いることもできる。さらには、特開２００５－１５６８６２号公報や、特開２００５－２
２７４２７号公報等に開示されているような、ポリマーと無機微粒子の組成物も好適に用
いることができる。また、負の複屈折を示すポリマーは、一種を単独で用いることもでき
るし、二種以上を混合して用いてもよい。さらに、これらを共重合、分枝、架橋、分子末
端修飾（又は封止）、及び立体規則変性等によって変性して用いることもできる。
【００８９】
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　上記熱可塑性樹脂を主成分とする高分子フィルムは、第１の異方性光学素子に関して前
記したのと同様に、必要に応じて任意の適切な添加剤をさらに含有し得る。
【００９０】
　高分子フィルムの延伸フィルムを形成する方法としては、第１の異方性光学素子に関し
て前記したのと同様に、任意の適切な延伸方法が採用され得る。
【００９１】
　負の複屈折を有するポリマーにおいては、前述のように配向方向の屈折率が相対的に小
さくなることから、横一軸延伸法の場合は、フィルムの搬送方向に遅相軸を有する（換言
すると、搬送方向の屈折率がｎｘ１となる）。縦横逐次二軸延伸法、縦横同時二軸延伸法
の場合は、縦・横の延伸倍率の比によって、搬送方向、幅方向のいずれを遅相軸とするこ
ともできる。すなわち、縦（搬送）方向の延伸倍率を相対的に大きくすると、横（幅）方
向が遅相軸となり、横（幅）方向の延伸倍率を相対的に大きくすると、縦（搬送）方向が
遅相軸となる。
【００９２】
　延伸温度、延伸オーブン内の温度の制御方法、延伸倍率等は特に制限されないが、前記
第１の異方性光学素子における記載と同様の延伸温度、温度制御方法、延伸倍率を好適に
適用し得る。
【００９３】
　以上、負の複屈折を有するポリマーを用いて、第２の異方性光学素子に用いられるポジ
ティブ二軸プレートを得る方法等について述べてきたが、ポジティブ二軸プレートは、正
の複屈折を有するポリマーを用いて製造することもできる。
【００９４】
　正の複屈折を有するポリマーを用いてポジティブ二軸プレートを得る方法としては、例
えば、特開２０００－２３１０１６号公報、特開２０００－２０６３２８号公報、特開２
００２－２０７１２３号公報等に開示されているような、厚み方向の屈折率を増大させる
延伸方法を用いることができる。すなわち、正の複屈折を有するポリマーを有するフィル
ムの片面又は両面に熱収縮性フィルムを接着して、加熱処理による熱収縮性フィルムの収
縮力の作用下に正の複屈折を有するポリマーを有するフィルムを収縮させて、フィルムの
長さ方向、幅方向の両方を収縮させることによって、厚み方向の屈折率を増大させること
で、ｎｚ２＞ｎｘ２＞ｎｙ２の特性を満足するポジティブ二軸プレートを得ることができ
る。
【００９５】
　このように、第２の異方性光学素子として用いられるポジティブ二軸プレートは、正負
のいずれの複屈折を有するポリマーを用いても製造することができるが、一般に、正の複
屈折ポリマーを用いた場合は、選択し得るポリマーの種類が多い点で利点を有しており、
負の複屈折ポリマーを用いた場合は、正の複屈折ポリマーを用いた場合と比較して、その
延伸方法に起因して、遅相軸方向の均一性が高い位相差フィルムを簡便に得られるという
利点を有している。
【００９６】
　第２の異方性光学素子に用いられる位相差フィルムには、上述した他にも、市販の光学
フィルムをそのまま用いることもできる。また、市販の光学フィルムに延伸処理及び／又
は緩和処理などの２次加工を施してから用いても良い。
【００９７】
［偏光子］
　偏光子とは、自然光や偏光から任意の偏光に変換し得るフィルムをいう。本発明に用い
られる偏光子としては、任意の適切な偏光子が採用され得るが、自然光又は偏光を直線偏
光に変換するものが好ましく用いられる。
【００９８】
　本発明の液晶パネルにおいて、第１の偏光子、及び第２の偏光子として用いられる偏光
子の厚みとしては、任意の適切な厚みが採用され得る。偏光子の厚みは、代表的には５～
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８０μｍであり、好ましくは１０～５０μｍであり、さらに好ましくは２０～４０μｍで
ある。上記の範囲であれば、光学特性や機械的強度に優れる。
【００９９】
　上記偏光子の波長４４０ｎｍの透過率（単体透過率ともいう）は、４１％以上であるこ
とが好ましく、４３％以上であることがより好ましい。なお、単体透過率の理論的な上限
は５０％である。また、偏光度は、好ましくは９９．８～１００％であり、更に好ましく
は、９９．９～１００％である。上記の範囲であれば、液晶表示装置に用いた際に正面方
向のコントラストをより一層高くすることができる。
【０１００】
　上記単体透過率及び偏光度は、分光光度計を用いて測定することができる。上記偏光度
の具体的な測定方法としては、上記偏光子の平行透過率（Ｈ０）及び直交透過率（Ｈ９０
）を測定し、式：偏光度（％）＝｛（Ｈ０－Ｈ９０）／（Ｈ０＋Ｈ９０）｝１／２×１０
０より求めることができる。上記平行透過率（Ｈ０）は、同じ偏光子２枚を互いの吸収軸
が平行となるように重ね合わせて作製した平行型積層偏光子の透過率の値である。また、
上記直交透過率（Ｈ９０）は、同じ偏光子２枚を互いの吸収軸が直交するように重ね合わ
せて作製した直交型積層偏光子の透過率の値である。なお、これらの透過率は、ＪｌＳＺ
８７０１－１９８２の２度視野（Ｃ光源）により、視感度補正を行ったＹ値である。
【０１０１】
　本発明に用いられる偏光子としては、目的に応じて任意の適切な偏光子が採用され得る
。例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系
フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィル
ムに、ヨウ素や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルア
ルコールの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等のポリエン系配向フィルム等が
挙げられる。また、米国特許５，５２３，８６３号等に開示されている二色性物質と液晶
性化合物とを含む液晶性組成物を一定方向に配向させたゲスト・ホストタイプのＯ型偏光
子、米国特許６，０４９，４２８号等に開示されているリオトロピック液晶を一定方向に
配向させたＥ型偏光子等も用いることができる。
【０１０２】
　このような偏光子の中でも、高い偏光度を有するという観点から、ヨウ素を含有するポ
リビニルアルコール系フィルムによる偏光子が好適に用いられる。偏光子に適用されるポ
リビニルアルコール系フィルムの材料には、ポリビニルアルコール又はその誘導体が用い
られる。ポリビニルアルコールの誘導体としては、ポリビニルホルマール、ポリビニルア
セタール等が挙げられる他、エチレン、プロピレン等のオレフィン、アクリル酸、メタク
リル酸、クロトン酸等の不飽和カルボン酸や、そのアルキルエステル、アクリルアミド等
で変性したものが挙げられる。ポリビニルアルコールの重合度は、１０００～１００００
程度、ケン化度は８０～１００モル％程度のものが一般に用いられる。
【０１０３】
　前記ポリビニルアルコール系フィルム中には可塑剤等の添加剤を含有することもできる
。可塑剤としては、ポリオール及びその縮合物等が挙げられ、たとえばグリセリン、ジグ
リセリン、トリグリセリン、エチレングリコール、プロピレングリコール、ポリエチレン
グリコール等が挙げられる。可塑剤の使用量は、特に制限されないがポリビニルアルコー
ル系フィルム中２０重量％以下とするのが好適である。
【０１０４】
　前記ポリビニルアルコール系フィルム（未延伸フィルム）は、常法に従って、一軸延伸
処理、ヨウ素染色処理が少なくとも施される。さらには、ホウ酸処理、ヨウ素イオン処理
を施すことができる。また前記処理の施されたポリビニルアルコール系フィルム（延伸フ
ィルム）は、常法に従って乾燥されて偏光子となる。
【０１０５】
　一軸延伸処理における延伸方法は特に制限されず、湿潤延伸法と乾式延伸法のいずれも
採用できる。乾式延伸法の延伸手段としては、たとえば、ロール間延伸方法、加熱ロール
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延伸方法、圧縮延伸方法等が挙げられる。延伸は多段で行うこともできる。前記延伸手段
において、未延伸フィルムは、通常、加熱状態とされる。通常、未延伸フィルムは３０～
１５０μｍ程度のものが用いられる。延伸フィルムの延伸倍率は目的に応じて適宜に設定
できるが、延伸倍率（総延伸倍率）は２～８倍程度、好ましくは３～６．５倍、さらに好
ましくは３．５～６倍とするのが望ましい。延伸フィルムの厚さは５～４０μｍ程度が好
適である。
【０１０６】
　ヨウ素染色処理は、ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素及びヨウ化カリウムを含
有するヨウ素溶液に浸漬することにより行われる。ヨウ素溶液は、通常、ヨウ素水溶液で
あり、ヨウ素及び溶解助剤としてヨウ化カリウムを含有する。ヨウ素濃度は０．０１～１
重量％程度、好ましくは０．０２～０．５重量％であり、ヨウ化カリウム濃度は０．０１
～１０重量％程度、さらには０．０２～８重量％で用いるのが好ましい。
【０１０７】
　ヨウ素染色処理にあたり、ヨウ素溶液の温度は、通常２０～５０℃程度、好ましくは２
５～４０℃である。浸漬時間は通常１０～３００秒間程度、好ましくは２０～２４０秒間
の範囲である。ヨウ素染色処理にあたっては、ヨウ素溶液の濃度、ポリビニルアルコール
系フィルムのヨウ素溶液への浸漬温度、浸漬時間等の条件を調整することによりポリビニ
ルアルコール系フィルムにおけるヨウ素含有量及びカリウム含有量が前記範囲になるよう
に調整する。ヨウ素染色処理は、一軸延伸処理の前、一軸延伸処理中、一軸延伸処理の後
の何れの段階で行ってもよい。
【０１０８】
　ホウ酸処理は、ホウ酸水溶液へポリビニルアルコール系フィルムを浸漬することにより
行う。ホウ酸水溶液中のホウ酸濃度は、２～１５重量％程度、好ましくは３～１０重量％
である。ホウ酸水溶液中には、ヨウ化カリウムによりカリウムイオン及びヨウ素イオンを
含有させることができる。ホウ酸水溶液中のヨウ化カリウム濃度は０．５～１０重量％程
度、さらには１～８重量％とするのが好ましい。ヨウ化カリウムを含有するホウ酸水溶液
は、着色の少ない偏光子、即ち可視光のほぼ全波長域に亘って吸光度がほぼ一定のいわゆ
るニュートラルグレーの偏光子を得ることができる。
【０１０９】
　ヨウ素イオン処理には、たとえば、ヨウ化カリウム等によりヨウ素イオンを含有させた
水溶液を用いる。ヨウ化カリウム濃度は０．５～１０重量％程度、さらには１～８重量％
とするのが好ましい。ヨウ素イオン含浸処理にあたり、その水溶液の温度は、通常１５～
６０℃程度、好ましくは２５～４０℃である。浸漬時間は通常１～１２０秒程度、好まし
くは３～９０秒間の範囲である。ヨウ素イオン処理の段階は、乾燥工程前であれば特に制
限はない。後述の水洗浄後に行うこともできる。
【０１１０】
　また、偏光子には亜鉛を含有させることもできる。偏光子に亜鉛を含有させることは、
加熱環境下における色相劣化抑制の点で好ましい。偏光子中の亜鉛の含有量は、亜鉛元素
が、偏光子中に０．００２～２重量％含有される程度に調整することが好ましい。さらに
は、０．０１～１重量％に調整することが好ましい。偏光子中の亜鉛含有量が前記範囲に
おいて、耐久性向上効果がよく、色相の劣化を抑えるうえで好ましい。
【０１１１】
　亜鉛含浸処理には、亜鉛塩溶液が用いられる。亜鉛塩としては、塩化亜鉛、ヨウ化亜鉛
などのハロゲン化亜鉛、硫酸亜鉛、酢酸亜鉛などの水溶液の無機塩化合物が好適である。
これらのなかでも、硫酸亜鉛が亜鉛の偏光子中における保持率を高めることができること
から好ましい。また、亜鉛含浸処理には、各種亜鉛錯体化合物を用いることができる。亜
鉛塩水溶液中の亜鉛イオンの濃度は、０．１～１０重量％程度、好ましくは０．３～７重
量％の範囲である。また、亜鉛塩溶液はヨウ化カリウム等によりカリウムイオン及びヨウ
素イオンを含有させた水溶液を用いるのが亜鉛イオンを含浸させやすく好ましい。亜鉛塩
溶液中のヨウ化カリウム濃度は０．５～１０重量％程度、さらには１～８重量％とするの
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が好ましい。
【０１１２】
　亜鉛含浸処理にあたり、亜鉛塩溶液の温度は、通常１５～８５℃程度、好ましくは２５
～７０℃である。浸漬時間は通常１～１２０秒程度、好ましくは３～９０秒間の範囲であ
る。亜鉛含浸処理にあたっては、亜鉛塩溶液の濃度、ポリビニルアルコール系フィルムの
亜鉛塩溶液への浸漬温度、浸漬時間等の条件を調整することによりポリビニルアルコール
系フィルムにおける亜鉛含有量を調整することができる。亜鉛含浸処理の段階は特に制限
されず、ヨウ素染色処理の前でもよく、ヨウ素染色処理後のホウ酸水溶液への浸漬処理の
前、ホウ酸処理中、ホウ酸処理後でもよい。またヨウ素染色溶液中に亜鉛塩を共存させて
おいて、ヨウ素染色処理と同時に行ってもよい。亜鉛含浸処理は、ホウ酸処理とともに行
なうのが好ましい。また亜鉛含浸処理とともに一軸延伸処理を行なうこともできうる。ま
た、亜鉛含浸処理は複数回行なってもよい。
【０１１３】
　前記処理の施されたポリビニルアルコール系フィルム（延伸フィルム）は、常法に従っ
て、水洗浄工程、乾燥工程に供することができる。
【０１１４】
　水洗浄工程は、通常、純水にポリビニルアルコール系フィルムを浸漬することにより行
う。水洗浄温度は、通常、５～５０℃、好ましくは１０～４５℃、さらに好ましくは１５
～４０℃の範囲である。浸漬時間は、通常、１０～３００秒間、好ましくは２０～２４０
秒間程度である。
【０１１５】
　乾燥工程は、任意の適切な乾燥方法、例えば、自然乾燥、送風乾燥、加熱乾燥等を採用
しうる。例えば、加熱乾燥の場合には、乾燥温度は代表的に２０～８０℃、好ましくは２
５～７０℃であり、乾燥時間は代表的には１～１０分間程度であることが好ましい。また
、乾燥後の偏光子の水分率は１０～３０重量％とすることが好ましく、１２～２８重量％
とすることがより好ましく、１６～２５重量％とすることがさらに好ましい。水分率が過
度に大きいと、後述するように接着層を介して偏光子と光学素子や等方性フィルムとを貼
り合わせた積層貼合体、すなわち偏光板を乾燥する際に、偏光子の乾燥に伴って偏光度が
低下する傾向がある。特に５００ｎｍ以下の短波長領域における直交透過率が増大する、
すなわち、短波長の光が漏れるために、黒表示が青色に着色する傾向がある。逆に、偏光
子の水分率が過度に小さいと、局所的な凹凸欠陥（クニック欠陥）が発生しやすい等の問
題を生じる場合がある。
【０１１６】
　なお、本発明の液晶パネルにおいて、第１の偏光子と第２の偏光子は、同一であっても
よく、それぞれ異なっていてもよい。
【０１１７】
［等方性光学素子］
　本発明の液晶パネルにおいては、液晶セル１０と第２の偏光子２０’との間には任意の
媒体を配置し得るが、かかる媒体は、液晶パネルの法線方向、及び斜め方向のいずれの方
向を透過する光に対しても、その偏光状態を実質的に変換しない光学等方性のものである
ことが好ましい。具体的には、媒体の面内の遅相軸方向の屈折率をｎｘ３、面内の進相軸
方向の屈折率をｎｙ３、厚み方向の屈折率をｎｚ３としたとき、屈折率分布がｎｘ３＝ｎ
ｙ３＝ｎｚ３を満足するものをいう。なお、本願明細書において、ｎｘ３、ｎｙ３及びｎ
ｚ３は、それぞれ完全に同一である場合だけでなく、ｎｘ３、ｎｙ３及びｎｚ３が実質的
に同一である場合も包含する。ここで、「ｎｘ３、ｎｙ３及びｎｚ３が実質的に同一であ
る場合」とは、例えば、（ｎｘ３－ｎｙ３）×ｄ３で表される面内レターデーションＲｅ
３が１０ｎｍ以下であり、かつ、（ｎｘ３－ｎｚ３）×ｄ３で表される厚み方向レターデ
ーションＲｔｈ３が１０ｎｍ以下であるものを包含する。
【０１１８】
　かかる光学等方性の媒体としては、第２の偏光子２０’と液晶セル１０とを積層一体化
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するための粘着層、あるいは接着層等が挙げられる。すなわち、他のフィルム等の光学素
子を介さずに、第２の偏光子２０’と液晶セル１０とを粘着層、あるいは接着層等を用い
て積層する実施形態が挙げられる。かかる形態とすることで、液晶パネルを薄型化、軽量
化できるとともに、フィルムの枚数を減少させるために、コスト面でも有利となる。
【０１１９】
　また、図１並びに図２（ａ）及び(ｂ)に示すように、液晶セル１０と第２の偏光子２０
’との間の媒体として、等方性光学素子５０を配置することもできる。このような形態に
よれば、当該等方性光学素子が、偏光子の液晶セル側の保護フィルムとして機能すること
となり、偏光子の劣化を防ぎ、結果として、液晶パネルの表示特性を長時間高く維持する
ことができる。
【０１２０】
　また、液晶セル１０と第２の偏光子２０’との間の光学等方性の媒体として等方性光学
素子を有することも好ましい形態である。このような等方性光学素子としては、前記した
ように、液晶パネルの法線方向、及び斜め方向のいずれの方向を透過する光に対しても、
その偏光状態を実質的に変換しないものを指し、面内レターデーションＲｅ３が１０ｎｍ
以下であり、かつ、（ｎｘ３－ｎｚ３）×ｄ３で表される厚み方向レターデーションＲｔ
ｈ３が１０ｎｍ以下であるものを包含する。
【０１２１】
　本発明に用いられる等方性光学素子の正面レターデーションＲｅ３は、できる限り小さ
い方が好ましい。Ｒｅ３は、好ましくは５ｎｍ以下であり、より好ましくは３ｎｍ以下で
ある。
【０１２２】
　等方性光学素子のＲｔｈ３もまた、できる限り小さいほうが好ましい。Ｒｔｈ３は、好
ましくは７ｎｍ以下であり、より好ましくは５ｎｍ以下である。
【０１２３】
　Ｒｅ３及びＲｔｈ３を上記の範囲とすることによって、液晶表示装置の斜め方向のコン
トラストを高くすることができる。また、液晶表示装置を斜め方向から見た際に黒表示が
黄色く色付きすることを防ぐことができる。
【０１２４】
　等方性光学素子の材料や製造方法等は、上記の光学特性を満足するものであれば、特に
制限はない。上記等方性光学素子は、単独の光学フィルムであってもよく、２枚以上の光
学フィルムの積層体であってもよい。好ましくは、等方性光学素子は、単独のフィルムで
ある。偏光子の収縮応力や光源の熱による複屈折の発生やムラを低減し、液晶パネルを薄
くすることができるからである。等方性光学素子が積層体である場合には、２枚以上の位
相差フィルムを貼着するための粘着剤層や接着剤層を含んでも良い。積層体が２枚以上の
位相差フィルムを含む場合には、これらの位相差フィルムは、同一であっても異なってい
ても良い。例えば、２枚の位相差フィルムを積層する場合、各位相差フィルムは、それぞ
れの遅相軸が互いに直交するように配置することが好ましい。このように配置することに
よって、面内のレターデーション値を小さくすることができる。また、各位相差フィルム
は、厚み方向のレターデーション値の正負が互いに逆であるフィルムを積層することが好
ましい。このように積層することで、厚み方向のレターデーション値を小さくすることが
できる。
【０１２５】
　等方性光学素子に用いられる光学フィルムとしては、前記第１、第２の異方性光学素子
に用いられる位相差フィルムと同様に、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性など
に優れ、歪によって光学的なムラの生じにくいものが好ましく用いられる。上記フィルム
としては、高分子フィルムが好ましく用いられる。かかるフィルムの厚み、透過率や、そ
の成形方法等は特に限定されないが、前記第１の異方性光学素子における記載と同様の範
囲であることが好ましい。
【０１２６】
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　等方性光学素子に用いられる光学フィルムの光弾性係数の絶対値は、１．０×１０－１

０ｍ２／Ｎ以下であることが好ましく、５．０×１０－１１ｍ２／Ｎ以下であることがよ
り好ましく、１．０×１０－１１ｍ２／Ｎ以下であることがさらに好ましく、５．０×１
０－１２ｍ２／Ｎ以下であることが特に好ましい。光弾性係数の値を上記の範囲とするこ
とによって、光学的均一性に優れ、かつ、高温高湿等の環境においても光学特性の変化が
小さく、耐久性に優れた液晶表示装置を得ることができる。また、光弾性係数の下限は特
に制限されないが、一般には５．０×１０－１３ｍ２／Ｎ以上である。光弾性係数の値は
、第１の異方性光学素子に関して前記したのと同様の方法により、低く抑制することがで
きる。
【０１２７】
　等方性光学素子に用いられる光学フィルムとしては光学等方性フィルムが好ましい。「
光学等方性フィルム」とは、等方性光学素子に関して前記したのと同様に法線方向及び斜
め方向のいずれの方向を透過する光に対しても、その偏光状態を実質的に変換しないもの
を指す。
【０１２８】
　上記光学等方性フィルムを構成する材料としては、ポリカーボネート系樹脂、ポリビニ
ルアルコール系樹脂、セルロース系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアリレート系樹脂、
ポリイミド系樹脂、環状ポリオレフィン系樹脂、ポリスルホン系樹脂、ポリエーテルスル
ホン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂
、及びこれらの混合物が挙げられる。また、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ
系、シリコーン系等の熱硬化性樹脂又は紫外線硬化型樹脂を用いることもできる。光学等
方性フィルム中には第１、第２の異方性光学素子と同様に、任意の適切な添加剤が１種類
以上含まれていてもよい。
【０１２９】
　前記セルロース系樹脂としては、セルロースと脂肪酸のエステルが好ましい。このよう
セルロースエステル系樹脂の具体例としては、トリアセチルセルロース、ジアセチルセル
ロース、トリプロピオニルセルロース、ジプロピオニルセルロース等が挙げられる。これ
らのなかでも、トリアセチルセルロースが特に好ましい。トリアセチルセルロースは多く
の製品が市販されており、入手容易性やコストの点でも有利である。トリアセチルセルロ
ースは、厚み方向レターデーション（Ｒｔｈ）が１０ｎｍを超えるものが多いが、これら
のレターデーションを打ち消す添加剤を用いたり、製膜の方法によって正面レターデーシ
ョンのみならず、厚み方向レターデーションも小さいセルロース系樹脂フィルムを得るこ
とができる。上記の製膜の方法としては、例えばシクロペンタノン、メチルエチルケトン
等の溶剤を塗工したポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレン、ステンレスなどの基
材フィルムを、一般的なセルロース系フィルムに貼り合わせ、加熱乾燥（例えば８０～１
５０℃で３～１０分間程度）した後、基材フィルムを剥離する方法；ノルボルネン系樹脂
、（メタ）アクリル系樹脂などをシクロペンタノン、メチルエチルケトン等の溶剤に溶解
した溶液を一般的なセルロース系樹脂フィルムに塗工し加熱乾燥（例えば８０～１５０℃
で３～１０分間程度）した後、塗工フィルムを剥離する方法などが挙げられる。
【０１３０】
　また、厚み方向レターデーションが小さいセルロース系樹脂フィルムとしては、脂肪置
換度を制御した脂肪酸セルロース系樹脂フィルムを用いることができる。一般的に用いら
れるトリアセチルセルロースでは酢酸置換度が２．８程度であるが、好ましくは酢酸置換
度を１．８～２．７に制御することによってＲｔｈを小さくすることができる。上記脂肪
酸置換セルロース系樹脂に、ジブチルフタレート、ｐ－トルエンスルホンアニリド、クエ
ン酸アセチルトリエチル等の可塑剤を添加することにより、Ｒｔｈを小さく制御すること
ができる。可塑剤の添加量は、脂肪酸セルロース系樹脂１００重量部に対して、好ましく
は４０重量部以下、より好ましくは１～２０重量部、さらに好ましくは１～１５重量部で
ある。
【０１３１】
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　また、光学等方性フィルムとして、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３
７００７）等に記載の側鎖に置換及び／又は非置換イミド基を有する熱可塑性樹脂と、側
鎖に置換及び／非置換フェニル並びにニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組
成物を含有するポリマーフィルムや、特開２０００－２３００１６号公報、特開２００１
－１５１８１４号公報、特開２００２－１２０３２６号公報、特開２００２－２５４５４
４号公報、特開２００５－１４６０８４号公報、特開２００６－１７１４６４号公報等に
記載のラクトン環構造を有するアクリル系樹脂を含有するポリマーフィルム、特開２００
４－７０２９０号公報、特開２００４－７０２９６号公報、特開２００４－１６３９２４
号公報、特開２００４－２９２８１２号公報、特開２００５－３１４５３４号公報、特開
２００６－１３１８９８号公報、特開２００６－２０６８８１号公報、特開２００６－２
６５５３２号公報、特開２００６－２８３０１３号公報、特開２００６－２９９００５号
公報、特開２００６－３３５９０２号公報等に記載の不飽和カルボン酸アルキルエステル
の構造単位及びグルタル酸無水物の構造単位を有するアクリル系樹脂を含有するポリマー
フィルム、特開２００６－３０９０３３号公報、特開２００６－３１７５６０号公報、特
開２００６－３２８３２９号公報、特開２００６－３２８３３４号公報、特開２００６－
３３７４９１号公報、特開２００６－３３７４９２号公報、特開２００６－３３７４９３
号公報、特開２００６－３３７５６９号公報等に記載のグルタルイミド構造を有する熱可
塑性樹脂を含有するフィルム等を用いることもできる。これらのフィルムは正面レターデ
ーション、厚み方向レターデーションの両者が小さく、かつ、光弾性係数も小さいため、
加熱等によって偏光板に歪みが生じた場合でもムラ等の不具合が生じにくく、さらに透湿
度が小さいため、加湿耐久性に優れる点で好ましい。
【０１３２】
　また、光学等方性フィルムとして、環状ポリオレフィン系樹脂を用いることも好ましい
。環状ポリオレフィン系樹脂の具体的としては、好ましくはノルボルネン系樹脂である。
環状ポリオレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称で
あり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平３
－１２２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。具体例としては、環状オレ
フィンの開環（共）重合体、環状オレフィンの付加重合体、環状オレフィンとエチレン、
プロピレン等のα－オレフィンとその共重合体（代表的にはランダム共重合体）、及び、
これらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性したグラフト重合体、並びに、それらの水
素化物などが挙げられる。環状オレフィンの具体例としては、ノルボルネン系モノマーが
挙げられる。
【０１３３】
　環状ポリオレフィン系樹脂としては、種々の製品が市販されている。具体例としては、
日本ゼオン株式会社製の商品名「ゼオネックス」、「ゼオノア」、ＪＳＲ株式会社製の商
品名「アートン」、ＴＩＣＯＮＡ社製の商品名「トーパス」、三井化学株式会社製の商品
名「アペル」が挙げられる。
【０１３４】
［各光学部材の配置］
　以下、本発明の液晶パネルにおける、上記の液晶セル、第１の異方性光学素子、第２の
異方性光学素子、等方性光学素子、及び偏光子の配置、並びに積層方法について説明する
。
【０１３５】
［第１の異方性光学素子と第１の偏光子の配置手段］
（光学等方性フィルムを介した積層）
　図１並びに図２（ａ）及び(ｂ)を参照すると、第１の異方性光学素子３０は、第１の偏
光子２０と第２の異方性光学素子４０との間に配置される。第１の異方性光学素子３０と
第１の偏光子２０の間に、偏光子保護フィルムとして、光学等方性フィルムを設けること
もできる。光学等方性フィルムを介して、第１の異方性光学素子３０と第１の偏光子２０
を積層する場合においては、第１の異方性光学素子と光学等方性フィルム、光学等方性フ



(22) JP 4938632 B2 2012.5.23

10

20

30

40

50

ィルムと第１の偏光子は、それぞれ接着剤層又は粘着剤層を介して積層することが好まし
い。
【０１３６】
　接着剤の好適な厚みの範囲は、一般には、０．１～５０μｍであり、好ましくは０．１
～２０μｍであり、特に好ましくは０．１～１０μｍである。粘着剤の好適な厚みの範囲
は、一般には、１～１００μｍであり、好ましくは５～８０μｍであり、特に好ましくは
１０～５０μｍである。
【０１３７】
　上記接着剤又は粘着剤層を形成する接着剤又は粘着剤としては、任意の適切な接着剤又
は粘着剤が採用され得る。例えば、アクリル系重合体、シリコーン系ポリマー、ポリエス
テル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリビニルエーテル、酢酸ビニル／塩化ビニルコポリ
マー、変性ポリオレフィン、エポキシ系、フッ素系、天然ゴム系、合成ゴム等のゴム系な
どのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用いることができる。特に、
偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィルムと、第１の偏光子との積層には水性接着
剤が好ましく用いられる。中でも、ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とするものが用
いられる。
【０１３８】
　特に、第１の異方性光学素子と第１の偏光子の間に配置される光学等方性フィルムとし
て、ポリカーボネート系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリイミド
系樹脂、環状ポリオレフィン系樹脂、ポリスルホン系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂
、ポリオレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂等の透湿性の低いものを用いる場合には、
凹凸欠陥の発生を抑止する観点から、偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィルムと
第１の偏光子の積層に用いる接着剤として、ポリビニルアルコール系樹脂、架橋剤及び平
均粒径が１～１００ｎｍの金属化合物コロイドを含有してなる樹脂溶液を用いることが好
ましい。偏光子と、偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィルムは、接着層を介して
接着した後に乾燥することが一般的であるが、この際に凹凸欠陥（クニック）が発生しや
すい傾向がある。液晶表示装置においては、凹凸欠陥が光抜けして見る等視認性に影響を
与えやすい。
【０１３９】
　かかる接着剤に用いるポリビニルアルコール系樹脂としては、ポリビニルアルコール樹
脂や、アセトアセチル基を有するポリビニルアルコール樹脂が挙げられる。アセトアセチ
ル基を有するポリビニルアルコール樹脂は、反応性の高い官能基を有するポリビニルアル
コール系接着剤であり、偏光板の耐久性が向上するため好ましい。
【０１４０】
　ポリビニルアルコール系樹脂は、ポリ酢酸ビニルをケン化して得られたポリビニルアル
コール；その誘導体；更に酢酸ビニルと共重合性を有する単量体との共重合体のケン化物
；ポリビニルアルコールをアセタール化、ウレタン化、エーテル化、グラフト化、リン酸
エステル化等した変性ポリビニルアルコールが挙げられる。前記単量体としては、（無水
）マレイン酸、フマール酸、クロトン酸、イタコン酸、（メタ）アクリル酸等の不飽和カ
ルボン酸及びそのエステル類；エチレン、プロピレン等のα－オレフィン、（メタ）アリ
ルスルホン酸（ソーダ）、スルホン酸ソーダ（モノアルキルマレート）、ジスルホン酸ソ
ーダアルキルマレート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、アクリルアミドアルキルスルホ
ン酸アルカリ塩、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルピロリドン誘導体等が挙げられる。
これらポリビニルアルコール系樹脂は一種を単独で又は二種以上を併用することができる
。
【０１４１】
　前記ポリビニルアルコール系樹脂は特に限定されないが、接着性の点からは、平均重合
度１００～５０００程度、好ましくは１０００～４０００、平均ケン化度８５～１００モ
ル％程度、好ましくは９０～１００モル％である。
【０１４２】
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　アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂は、ポリビニルアルコール系
樹脂とジケテンとを公知の方法で反応して得られる。例えば、ポリビニルアルコール系樹
脂を酢酸等の溶媒中に分散させておき、これにジケテンを添加する方法、ポリビニルアル
コール系樹脂をジメチルホルムアミド又はジオキサン等の溶媒にあらかじめ溶解しておき
、これにジケテンを添加する方法等が挙げられる。またポリビニルアルコールにジケテン
ガス又は液状ジケテンを直接接触させる方法が挙げられる。
【０１４３】
　アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂のアセトアセチル化度は、０
．１モル％以上であれば特に制限はない。０．１モル％未満では接着剤層の耐水性が不充
分となる傾向がある。アセトアセチル化度は、好ましくは０．１～４０モル％程度、さら
に好ましくは１～２０モル％、特に好ましくは２～７モル％である。アセトアセチル化度
が４０モル％を超えると、耐水性の向上効果を十分に得られない場合がある。アセトアセ
チル化度はＮＭＲにより定量することができる。
【０１４４】
　接着剤に用いる架橋剤としては、ポリビニルアルコール系接着剤に用いられているもの
を特に制限なく使用できる。前記ポリビニルアルコール系樹脂と反応性を有する官能基を
少なくとも２つ有する化合物を使用できる。例えば、エチレンジアミン、トリエチレンジ
アミン、ヘキサメチレンジアミン等のアルキレン基とアミノ基を２個有するアルキレンジ
アミン類；トリレンジイソシアネート、水素化トリレンジイソシアネート、トリメチロー
ルプロパントリレンジイソシアネートアダクト、トリフェニルメタントリイソシアネート
、メチレンビス（４－フェニルメタントリイソシアネート、イソホロンジイソシアネート
及びこれらのケトオキシムブロック物又はフェノールブロック物等のイソシアネート類；
エチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテ
ル、グリセリンジ又はトリグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジル
エーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ジグリシジルアニリン、ジ
グリシジルアミン等のエポキシ類；ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロピオンア
ルデヒド、ブチルアルデヒド等のモノアルデヒド類；グリオキザール、マロンジアルデヒ
ド、スクシンジアルデヒド、グルタルジアルデヒド、マレインジアルデヒド、フタルジア
ルデヒド等のジアルデヒド類；メチロール尿素、メチロールメラミン、アルキル化メチロ
ール尿素、アルキル化メチロール化メラミン、アセトグアナミン、ベンゾグアナミンとホ
ルムアルデヒドとの縮合物等のアミノ－ホルムアルデヒド樹脂、；更にナトリウム、カリ
ウム、マグネシウム、カルシウム、アルミニウム、鉄、ニッケル等の二価金属、又は三価
金属の塩及びその酸化物が挙げられる。これらのなかでもアミノ－ホルムアルデヒド樹脂
やジアルデヒド類が好ましい。アミノ－ホルムアルデヒド樹脂としてはメチロール基を有
する化合物が好ましく、ジアルデヒド類としてはグリオキザールが好適である。なかでも
メチロール基を有する化合物である、メチロールメラミンが特に好適である。
【０１４５】
　前記架橋剤の配合量は、接着剤中のポリビニルアルコール系樹脂の種類等に応じて適宜
設計できるが、ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対して、通常、１０～６０重
量部程度、好ましくは２０～５０重量部である。かかる範囲において、良好な接着性が得
られる。
【０１４６】
　耐久性を向上させるには、アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂を
用いることが好ましい。この場合にも、接着剤中のポリビニルアルコール系樹脂１００重
量部に対して、架橋剤を１０～６０重量部、さらには２０～５０重量部の範囲で用いるの
が好ましい。架橋剤の配合量が多くなりすぎると、架橋剤の反応が短時間で進行し、接着
剤がゲル化する傾向がある。その結果、接着剤としての可使時間（ポットライフ）が極端
に短くなり、工業的な使用が困難となる場合がある。かかる観点からは、架橋剤の配合量
は、上記配合量で用いられるが、本発明の樹脂溶液は、金属化合物コロイドを含有してい
るため、前記のように架橋剤の配合量が多い場合であっても、安定性よく用いることがで
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きる。
【０１４７】
　接着剤に用いる金属化合物コロイドは、微粒子が分散媒中に分散しているものであり、
微粒子の同種電荷の相互反発に起因して静電的安定化し、永続的に安定性を有するもので
ある。金属化合物コロイド（微粒子）の平均粒径は１～１００ｎｍである。前記コロイド
の平均粒径が前記範囲であれば、接着剤層中において、金属化合物を略均一に分散させる
ことができ、接着性を確保し、かつクニックを抑えることができる。前記平均粒径の範囲
は、可視光の波長領域よりもかなり小さく、形成される接着剤層中において、金属化合物
によって透過光が散乱したとしても、偏光特性には悪影響を及ぼさない。金属化合物コロ
イドの平均粒径は、１～１００ｎｍ、さらには１～５０ｎｍであるのが好ましい。
【０１４８】
　金属化合物コロイドとしては、各種のものを用いることができる。例えば、金属化合物
コロイドとしては、アルミナ、シリカ、ジルコニア、チタニア、ケイ酸アルミニウム、炭
酸カルシウム、ケイ酸マグネシウム等の金属酸化物のコロイド；炭酸亜鉛、炭酸バリウム
、リン酸カルシウム等の金属塩のコロイド；セライト、タルク、クレイ、カオリン等の鉱
物のコロイドが挙げられる。
【０１４９】
　金属化合物コロイドは、分散媒に分散してコロイド溶液の状態で存在している。分散媒
は、主として水である。水の他に、アルコール類等の他の分散媒を用いることもできる。
コロイド溶液中の金属化合物コロイドの固形分濃度は、特に制限されないが、通常、１～
５０重量％程度、さらには、１～３０重量％のものが一般的である。また、金属化合物コ
ロイドは、安定剤として硝酸、塩酸、酢酸などの酸を含有するものを用いることができる
。
【０１５０】
　金属化合物コロイドは、静電的に安定化しており、正電荷を有するものと、負電荷を有
するものに分けられるが、金属化合物コロイドは非導電性の材料である。正電荷と負電荷
とは、接着剤調製後の溶液におけるコロイド表面電荷の電荷状態により、区別される。金
属化合物コロイドの電荷は、例えば、ゼータ電位測定機により、ゼータ電位を測定するこ
とにより確認できる。金属化合物コロイドの表面電荷は、一般に、ｐＨにより変化する。
従って、本願のコロイド溶液の状態の電荷は、調製された接着剤溶液のｐＨにより影響さ
れる。接着剤溶液のｐＨは、通常、２～６、好ましくは２．５～５、さらに好ましくは３
～５、さらには３．５～４．５の範囲に設定される。本発明では、正電荷を有する金属化
合物コロイドが、負電荷を有する金属化合物コロイドに比べて、クニックの発生を抑える
効果が大きい。正電荷を有する金属化合物コロイドとしては、アルミナコロイド、チタニ
アコロイド等が挙げられる。これらのなかでも、特に、アルミナコロイドが好適である。
【０１５１】
　金属化合物コロイドは、ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対して、２００重
量部以下の割合（固形分の換算値）で配合することが好ましい。属化合物コロイドの配合
割合を前記範囲とすることで、偏光子と、偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィル
ムとの接着性を確保しながら、クニックの発生を抑えることができる。金属化合物コロイ
ドの配合割合は、１０～２００重量部であるのが好ましく、さらには２０～１７５重量部
、さらには３０～１５０重量部であるのが好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂に対す
る金属化合物コロイドの配合割合が過剰であると接着性に劣る場合があり、金属化合物コ
ロイドの配合割合が小さいと、クニック発生を抑止する効果を十分に得られない場合があ
る。
【０１５２】
　このような接着剤は、通常、水溶液として用いられる。樹脂溶液濃度は特に制限はない
が、塗工性や放置安定性等を考慮すれば、０．１～１５重量％、好ましくは０．５～１０
重量％である。
【０１５３】
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　接着剤としての樹脂溶液の粘度は特に制限されないが、１～５０ｍＰａ・ｓの範囲のも
のを好適に用いることができる。偏光子と、偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィ
ルムの接着にあたって、接着剤の粘度が下がるに従って、クニックの発生が多くなるのが
一般的であるが、接着剤を前述のような組成とすることで、樹脂溶液の粘度に拘らず、１
～２０ｍＰａ・ｓの範囲のような低粘度の範囲においても、クニックの発生を抑えること
ができる。アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂は、一般的なポリビ
ニルアルコール樹脂に比べて、重合度を高くすることができず、前記のような低粘度で用
いられていたが、接着剤をこのような組成とすることで、アセトアセチル基を含有するポ
リビニルアルコール系樹脂を用いる場合にも、樹脂溶液の低粘度によって生じるクニック
の発生を抑えることができる。
【０１５４】
　接着剤としての樹脂溶液の調製法は特に制限されない。通常は、ポリビニルアルコール
系樹脂及び架橋剤を混合し、適宜に濃度を調製したものに、金属化合物コロイドを配合す
ることで、樹脂溶液が調製される。また、ポリビニルアルコール系樹脂として、アセトア
セチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂を用いたり、架橋剤の配合量が多いよう
な場合には、溶液の安定性を考慮して、ポリビニルアルコール系樹脂と金属化合物コロイ
ドを混合した後に、架橋剤を、得られる樹脂溶液の使用時期等を考慮しながら、混合する
ことができる。なお、偏光板用接着剤である樹脂溶液の濃度は、樹脂溶液を調製した後に
適宜に調整することもできる。
【０１５５】
　なお、接着剤には、さらにシランカップリング剤、チタンカップリング剤などのカップ
リング剤、各種粘着付与剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、耐熱安定剤、耐加水分解安定剤
などの安定剤等を配合することもできる。また、本願における、金属化合物コロイドは非
導電性の材料であるが、導電性物質の微粒子を含有することもできる。
【０１５６】
　偏光子と、偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィルムを、接着剤を用いて積層す
る場合において、接着剤の塗布は、光学等方性フィルム、偏光子のいずれにおこなっても
よく、両者におこなってもよい。接着剤の塗布は、乾燥後の接着剤層の厚みが１０～３０
０ｎｍ程度になるように行なうのが好ましい。接着剤層の厚みは、均一な面内厚みを得る
ことと、十分な接着力を得る点から、１０～２００ｎｍであることがより好ましく、２０
～１５０ｎｍであることがさらに好ましい。また、接着剤として、前述のポリビニルアル
コール系樹脂、架橋剤及び平均粒径が１～１００ｎｍの金属化合物コロイドを含有してな
る樹脂溶液を用場合、接着剤層の厚みは、偏光板用接着剤に含有されている金属化合物コ
ロイドの平均粒径よりも大きくなるように設計することが好ましい。
【０１５７】
　接着剤層の厚みを調整する方法としては、特に制限されるものではないが、例えば、接
着剤溶液の固形分濃度や接着剤の塗布装置を調整する方法が挙げられる。このような接着
剤層厚みの測定方法としては、特に制限されるものではないが、ＳＥＭ（Ｓｃａｎｎｉｎ
ｇＥｌｅｃｔｒｏｎ Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｙ）や、ＴＥＭ（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎ Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｙ）による断面観察測定が好ましく用いられる。接
着剤の塗布操作は特に制限されず、ロール法、噴霧法、浸漬法等の各種手段を採用できる
。
【０１５８】
　また、接着剤を塗工する前に、偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィルムに表面
改質処理を行ってもよい。具体的な処理としてば、例えば、光学等方性フィルムと接着剤
の親和性を向上すること等を目的として、コロナ処理、プラズマ処理、プライマー処理、
ケン化処理等を行うことができる。
【０１５９】
　接着剤を塗布した後は、偏光子と、偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィルムを
ロールラミネーター等により貼り合わせる。また、偏光度や色相等の光学特性を安定化す
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る観点においては、偏光子の両面に保護フィルムを貼り合わせた後に、適切な乾燥温度で
乾燥させることが好ましい。光学特性の観点から乾燥温度は９０℃以下であることが好ま
しく、８５℃以下であることがより好ましく、８０℃以下であることがさらに好ましい。
また、乾燥温度に下限はないが、工程の効率や実用性を考慮すると、５０℃以上であるこ
とが好ましい。また、乾燥温度は上記温度範囲内で段階的に昇温して実施することもでき
る。
【０１６０】
　偏光子保護フィルムとしての光学等方性フィルムと、第１の異方性光学素子との積層に
は粘着剤が好ましく用いられる。粘着剤は特に制限されないが、例えばアクリル系重合体
、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエーテル、フ
ッ素系やゴム系などのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用いること
ができる。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透明性に優れ、適度な濡れ性と凝集性と
接着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく用いうる。
【０１６１】
　また上記に加えて、吸湿による発泡現象や剥がれ現象の防止、熱膨張差等による光学特
性の低下や液晶セルの反り防止、ひいては高品質で耐久性に優れる液晶表示装置の形成性
などの点より、吸湿率が低くて耐熱性に優れる粘着層が好ましい。
【０１６２】
　粘着層は、例えば天然物や合成物の樹脂類、特に、粘着性付与樹脂や、ガラス繊維、ガ
ラスビーズ、金属粉、その他の無機粉末等からなる充填剤や顔料、着色剤、酸化防止剤な
どの粘着層に添加されることの添加剤を含有していてもよい。また微粒子を含有して光拡
散性を示す粘着層などであってもよい。
【０１６３】
　粘着層の付設は、適宜な方式で行いうる。その例としては、例えばトルエンや酢酸エチ
ル等の適宜な溶剤の単独物又は混合物からなる溶媒にベースポリマー又はその組成物を溶
解又は分散させた１０～４０重量％程度の粘着剤溶液を調製し、それを流延方式や塗工方
式等の適宜な展開方式で光学素子上や保護フィルム上に直接付設する方式、あるいは前記
に準じセパレータ上に粘着層を形成してそれを移着する方式などが挙げられる。
【０１６４】
　粘着層は、異なる組成又は種類等のものの重畳層としてフィルムの片面又は両面に設け
ることもできる。また両面に設ける場合に、フィルムの表裏において異なる組成や種類や
厚さ等の粘着層を設けることもできる。粘着層の厚さは、使用目的や接着力などに応じて
適宜に決定でき、一般には１～５００μｍであり、５～２００μｍが好ましく、特に１０
～１００μｍが好ましい。
【０１６５】
（光学等方性フィルムを介さない積層）
　以上、第１の異方性光学素子３０と第１の偏光子２０とを、偏光子保護フィルムとして
の光学等方性フィルムを介して積層する方法の具体例について記載したが、このような光
学等方性フィルムを介さずに、第１の異方性光学素子３０と第１の偏光子２０とを接着剤
層又は粘着剤層を介して積層する形態がより好ましい。かかる構成とすることによって、
液晶パネルに使用するフィルムの枚数が減少し、液晶パネルを薄くすることができるとと
もに、製造コスト面でも利点を有する。
【０１６６】
　第１の異方性光学素子と第１の偏光子２０との積層には接着剤層を用いることが好まし
く、かかる接着剤としては前述と同様のものと好適に用い得る。
【０１６７】
［第１の異方性光学素子と第１の偏光子の配置角度］
　第１の異方性光学素子と第１の偏光子は、第１の異方性光学素子の遅相軸と、第１の偏
光子の吸収軸とが直交又は平行となるように配置される。特に、本発明の液晶パネルにお
いては、両者が直交するように配置することが好ましい。このような配置とすることで、
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液晶表示装置の斜め方向の光漏れをより効果的に抑制できる。
【０１６８】
　このように、第１の異方性光学素子の遅相軸と、第１の偏光子の吸収軸とが直交するよ
うに配置する構成（以下、「直交配置」と称する場合がある）においては、第１の異方性
光学素子として、フィルム幅方向に遅相軸を有するものを用いることが好ましい。一般に
広く用いられる、ヨウ素等の二色性物質をポリビニルアルコール等の親水性ポリマーに吸
着させて一軸延伸した偏光子は、その延伸方向が吸収軸となるが、偏光度を高める観点等
から、一般には縦一軸延伸によって製造される。すなわち、このような偏光板は、フィル
ム搬送方向（縦方向）に吸収軸を有している。そのため、第１の異方性光学素子が、フィ
ルム幅方向に遅相軸を有するものであれば、偏光子と第１の異方性光学素子をロール・ト
ゥー・ロールで積層することによって偏光子の吸収軸と異方性光学素子の遅相軸とが直交
するため、生産性及び歩留まりを大幅に向上し得る。
【０１６９】
［第２の異方性光学素子と第１の異方性光学素子の配置手段］
　第２の異方性光学素子４０は、第１の異方性光学素子３０と液晶セル１０との間に配置
される。両者を積層する場合においては、接着剤層又は粘着剤層を介して積層することが
好ましく、特に粘着剤層を介して積層することが好ましい。粘着剤としては、第１の異方
性光学素子と第１の偏光子の配置手段において前記したのと同様のものを好ましく用い得
る。
【０１７０】
［第２の異方性光学素子と第１の異方性光学素子の配置角度］
　第２の異方性光学素子と第１の異方性光学素子は、両者の遅相軸が平行となるように配
置される。特に、前記「直交配置」の液晶パネルの場合は、第２の異方性光学素子はフィ
ルム幅方向に遅相軸を有するものを用いることが好ましい。幅方向に遅相軸を有する第２
の異方性光学素子を、前述の如くフィルム幅方向に遅相軸を有する第１の異方性光学素子
とロール・トゥー・ロールで積層することによって、両者の遅相軸が平行となるため、生
産性及び歩留まりを大幅に向上し得る。
【０１７１】
［第２の偏光子と等方性光学素子の配置手段］
　本発明の液晶パネルが等方性光学素子５０を有する場合、第２の偏光子２０’と液晶セ
ル１０との間に配置される。第１積層する場合においては、接着剤層又は粘着剤層を介し
て積層することが好ましく、特に接着剤層を介して積層することが好ましい。接着剤とし
ては、第１の異方性光学素子と第１の偏光子の配置手段において前記したのと同様のもの
を好ましく用い得る。
【０１７２】
［第２の異方性光学素子と第１の異方性光学素子の配置角度］
　等方性光学素子５０は、ｎｘ３とｎｙ３が完全に同一、すなわち、正面レターデーショ
ンＲｅ３がゼロである場合は、遅相軸は検出されず、偏光子２０’の吸収軸とは無関係に
配置され得る。一方、ｎｘとｎｙが僅かに異なる場合は、遅相軸が検出される場合がある
。この場合、等方性光学素子の遅相軸が、偏光子２０’の吸収軸と平行又は直交となるよ
うに配置することが好ましい。かかる配置とすることで、正面コントラストを高く保つこ
とができる。
【０１７３】
［液晶セルの配置手段］
　液晶セル１０は、前記第２の異方性光学素子４０と、等方性光学素子５０との間に配置
される。これらは、接着剤層又は粘着剤層を介して積層することが好ましく、特に粘着剤
層を介して積層することが好ましい。粘着剤としては、第１の異方性光学素子と第１の偏
光子の配置手段において前記したのと同様のものを好ましく用い得る。
【０１７４】
［液晶セルの配置角度］
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　本発明の液晶パネルにおいては、図２（ａ）並びに図２（ｂ）に示すように、液晶セル
１０の初期配向方向と、第２の偏光子２０’の吸収軸の方向とが平行であることが好まし
い。この場合、第１の偏光子と第２の偏光子が直交するよう（クロスニコル）に配置され
るノーマリーブラックモードの液晶パネルにおいては、液晶セル１０の初期配向方向と、
第１の偏光子２０の吸収軸の方向とが直交する。その他、前記の第１の異方性光学素子３
０、第２の異方性光学素子４０、等方性光学素子５０は、前述したそれぞれの配置角度を
満足するように配置することができる。
【０１７５】
　なお、かかる構成において、第２の偏光子２０’を光源側の偏光子とする場合には、液
晶セル１０の初期配向方向と光源側に配置された偏光子の吸収軸の方向とが平行となるた
め、図２（ａ）に示したような「Ｏモードの液晶パネル」となる。一方、第１の偏光子２
０を光源側の偏光子とする場合には、液晶セル１０の初期配向方向と光源側に配置された
偏光子の吸収軸の方向とが直交するため、図２（ｂ）に示したような「Ｅモードの液晶パ
ネル」となる。
【０１７６】
［液晶パネル］
　これまで述べたように、本発明の液晶パネルは、第１の偏光子２０、第１の異方性光学
素子３０、第２の異方性光学素子４０、液晶セル１０、等方性光学素子５０、及び第２の
偏光子２０’を配置することによって得ることができる。その製造過程においては、上記
部材を順次別個に積層する方式にても形成することができるし、予めいくつかの部材を積
層したものを用いることもできる。また、その積層順序も特に制限されない。
【０１７７】
　特に本発明の液晶パネルにおいては、第１の偏光子２０、第１の異方性光学素子３０、
並びに第２の異方性光学素子４０を積層した第１の偏光板と、等方性光学素子５０、並び
に第２の偏光子２０’を積層した第２の偏光板を予め用意し、これらを液晶セル１０と積
層することによって、品質の安定性や組立の作業性に優れたものとすることができる。中
でも、前述のように、第１の異方性光学素子、第２の異方性光学素子、第１の偏光子を、
ロール・トゥー・ロールで積層して長尺積層偏光板として用いることが、生産性の観点か
ら好ましい。各フィルムをロール・トゥー・ロールで積層するためには、本発明の液晶パ
ネルの設計と合致するように偏光子の吸収軸、異方性光学素子の遅相軸の方向を予め調整
したものを用いる必要があるが、これらの軸方向は前述のように延伸方向や延伸倍率によ
って制御することができる。
【０１７８】
　本発明の液晶パネルは、上記以外の光学層やその他の部材を含むこともできる。その例
としては、第１の偏光子２０の異方性光学素子３０を積層しない側の面や、第２の偏光子
２０’の等方性光学素子５０を積層しない側の面に設けられる透明保護層６０、６０’が
挙げられる。また、このような透明保護層には、さらに反射防止層、スティッキング防止
層、拡散層やアンチグレア層等の表面処理層７０、７０’を設けることができる。また、
表面処理層は、別途光学層として透明保護層とは別体のものとして設けることもできる。
このような構成の液晶パネル積層断面図の一例を図３に示す。
【０１７９】
　ハードコート処理は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えば
アクリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れ
る硬化皮膜を保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。反射防
止処理は偏光板表面での外光の反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じた反射
防止膜などの形成により達成することができる。また、スティッキング防止処理は隣接層
との密着防止を目的に施される。
【０１８０】
　またアンチグレア処理は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害する
ことの防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボス加工方
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式による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて保護フィルムの表面に
微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造の形成
に含有させる微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ、アルミナ、
チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン等か
らなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等からなる有機系微
粒子などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微粒子の使用量
は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に対して一般的に２～５０重量部
程度であり、５～２５重量部が好ましい。アンチグレア層は、偏光板透過光を拡散して視
角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい。
【０１８１】
　また、本発明の液晶パネルにおいては、図３に示すように、輝度向上フィルム８０を設
けることも好ましい構成である。輝度向上フィルムとしては、特に限定されず、例えば、
誘電体の多層薄膜や、屈折率異方性が相違する薄膜フィルムの多層積層体のような、所定
偏光軸の直線偏光を透過して、他の光は反射する特性を示すもの等が使用できる。このよ
うな輝度向上フィルムとしては、例えば、３Ｍ社製の商品名「Ｄ-ＢＥＦ」等が挙げられ
る。また、コレステリック液晶層、特にコレステリック液晶ポリマーの配向フィルムや、
その配向液晶層をフィルム基材上に支持したもの等が使用できる。これらは、左右一方の
円偏光を反射して、他の光は透過する特性を示すものであり、例えば、日東電工社製の商
品名「ＰＣＦ３５０」、Ｍｅｒｃｋ社製の商品名「Ｔｒａｎｓｍａｘ」等が挙げられる。
【０１８２】
［液晶表示装置］
　上記の液晶パネルは、パーソナルコンピューター、液晶テレビ、携帯電話、携帯情報端
末（ＰＤＡ）等の液晶表示装置に好適に用いられる。
【０１８３】
　図４は、本発明の好ましい実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。この液晶
表示装置は、液晶パネル１００と、プリズムシート１１０、導光板１２０及び光源１３０
とを備える。また、別の実施形態においては、図４に例示した光学部材は、本発明を満足
する限りにおいて、用いられる液晶セルの駆動モードや用途に応じて、その一部が省略さ
れるか、若しくは他の光学部材に代替され得る。
【０１８４】
　図３においては、本発明の液晶パネルを備えた液晶表示装置の方位角４５°方向、極角
６０°方向におけるコントラスト（ＹＷ／ＹＢ）として好ましくは１５～２００であり、
更に好ましくは２５～２００であり、特に好ましくは４０～２００である。
【実施例】
【０１８５】
　本発明について、以下に実施例及び比較例を挙げて更に説明するが、本発明は、これら
の実施例のみに限定されるものではない。なお、実施例で用いた測定方法は、以下の通り
である。
【０１８６】
［レターデーション値、三次元屈折率］
　平行ニコル回転法を原理とする位相差計［王子計測機器（株）製 製品名「ＫＯＢＲＡ
－ＷＰＲ」］を用いて、２３℃における波長５９０ｎｍの光で測定した。正面（法線）方
向及びフィルムを４０°傾けた際のレターデーションを測定し、これらの値から、面内屈
折率が最大となる方向、それと直交する方向、フィルムの厚み方向それぞれの屈折率ｎｘ
、ｎｙ、ｎｚを装置付属のプログラムにより算出した。これらの値及び厚み（ｄ）から、
面内レターデーション：Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ、及び、厚み方向レターデーション：
Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄを求めた。なお、フィルムを４０°傾けた際のレターデーシ
ョン測定において、第２の光学素子（ポジティブ二軸プレート）は進相軸中心、その他に
関しては遅相軸中心でフィルムを傾斜させて測定した。
　なお、三次元屈折率の計算に際して必要となるフィルムの厚みは、アンリツ製デジタル
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マイクロメーター「ＫＣ－３５１Ｃ型」を使用して測定した。また、屈折率はアッベ屈折
率計［アタゴ（株）製製品名「ＤＲ－Ｍ４」］を用いて測定した。
【０１８７】
［液晶表示装置の黒輝度］
　２３℃の暗室にて液晶表示装置に黒画像を表示させ、ＥＬＤＩＭ社製 製品名「ＥＺ Ｃ
ｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ」により、輝度（ＸＹＺ表示系のＹ値）を測定し、極角６０°に
おける、方位角０～３６０°の黒輝度の平均値を求めた。
【０１８８】
［異方性光学素子の作成例］
（製造例１Ａ）
　環状ポリオレフィン系ポリマーを主成分とする市販の高分子フィルム［オプテス社製、
商品名「ゼオノアフィルム　ＺＦ１４－１３０（厚み：６０μｍ、ガラス転移温度：１３
６℃）」］を、テンター延伸機を用いて、温度１５８℃で、フィルム幅が元のフィルム幅
の３．０倍となるように幅方向に固定端一軸延伸した（横延伸工程）。得られたフィルム
は、搬送方向に進相軸を有するネガティブ二軸プレートであった。このネガティブ二軸プ
レートを位相差フィルム３０Ａとする。
【０１８９】
［第２の異方性光学素子の作成］
（製造例２Ａ）
　スチレン－無水マレイン酸共重合体（ノヴァ・ケミカル・ジャパン社製、製品名「ダイ
ラーク　Ｄ２３２」）のペレット状樹脂を、単軸押出機とＴダイを用いて、２７０℃で押
出し、シート状の溶融樹脂を冷却ドラムで冷却して厚み１００ミクロンのフィルムを得た
。このフィルムを、ロール延伸機を用いて、温度１３０℃、延伸倍率１．５倍で、搬送方
向に自由端一軸延伸して、搬送方向に進相軸を有する位相差フィルムを得た（縦延伸工程
）。得られたフィルムを、テンター延伸機を用いて、温度１３５℃で、フィルム幅が前記
縦延伸後のフィルム幅の１．６倍となるように幅方向に固定端一軸延伸して、厚み５０μ
ｍの二軸延伸フィルムを得た（横延伸工程）。得られたフィルムは、搬送方向に進相軸を
有するポジティブ二軸プレートであった。このポジティブ二軸プレートを位相差フィルム
４０Ａとする。
【０１９０】
（製造例１Ｂ～Ｄ、１Ｆ～１Ｉ）
　製造例１Ａで用いたのと同様の環状ポリオレフィン系ポリマーフィルムを、ロール延伸
機を用いて、搬送方向に自由端一軸延伸して、搬送方向に遅相軸を有する位相差フィルム
を得た（縦延伸工程）。得られたフィルムを、テンター延伸機を用いて幅方向に固定端一
軸延伸して、二軸延伸フィルムを得た（横延伸工程）。縦延伸工程及び横延伸工程におけ
る延伸倍率を調整して、搬送方向に進相軸を有するネガティブ二軸プレートを得た。これ
らのネガティブ二軸プレートをそれぞれ、位相差フィルム３０Ｂ～３０Ｄ、位相差フィル
ム３０Ｆ～３０Ｉとする。
【０１９１】
（製造例１Ｅ）
　製造例１Ａで用いたのと同様の環状ポリオレフィン系ポリマーフィルムを、ロール延伸
機を用いて、搬送方向に自由端一軸延伸して、搬送方向に遅相軸を有し、正面レターデー
ションが１１０ｎｍの位相差フィルム（ポジティブＡプレート）を得た。このポジティブ
Ａプレートを位相差フィルム３０Ｅとする。
【０１９２】
　製造例１Ａ～１Ｉで得られた位相差フィルム３０Ａ～３０Ｉの光学特性を表１に示す。
【０１９３】
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【表１】

【０１９４】
（製造例２Ｂ～２Ｐ）
　前記製造例２Ａにおける縦延伸工程及び横延伸工程における延伸倍率を変更した以外は
、製造例２Ａと同様にして、ポジティブ二軸プレートである位相差フィルムを得た。得ら
れたフィルムはいずれも搬送方向に進相軸を有していた。これらのネガティブ二軸プレー
トをそれぞれ位相差フィルム４０Ｂ～４０Ｐとする。
【０１９５】
　製造例２Ａ～２Ｐで得られた位相差フィルム４０Ａ～４０Ｐの光学特性を表２に示す。
【０１９６】
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【表２】

【０１９７】
［偏光子の作成］
（製造例４）
　ポリビニルアルコールを主成分とする高分子フィルム［クラレ製 商品名「９Ｐ７５Ｒ
（厚み：７５μｍ、平均重合度：２，４００、ケン化度９９．９モル％）」］を周速の異
なるロール間で染色しながら延伸搬送した。まず、３０℃の水浴中に１分間浸漬させてポ
リビニルアルコールフィルムを膨潤させつつ搬送方向に１．２倍に延伸した後、３０℃の
ヨウ化カリウム濃度０．０３重量％、ヨウ素濃度０．３重量％の水溶液中で１分間浸漬す
ることで、染色しながら、搬送方向に、全く延伸していないフィルム（原長）を基準とし
て３倍に延伸した。次に、６０℃のホウ酸濃度４重量％、ヨウ化カリウム濃度５重量％の
水溶液中に３０秒間浸漬しながら、搬送方向に、原長基準で６倍に延伸した。次に、得ら
れた延伸フィルムを７０℃で２分間乾燥することで偏光子を得た。なお、偏光子の厚みは
３０μｍ、水分率は１４．３重量％であった。
【０１９８】
［接着剤の作成］
（製造例５）
　アセトアセチル基を有するポリビニルアルコール系樹脂（平均重合度１２００、ケン化
度９８．５モル％、アセトアセチル化度５モル％）１００重量部に対して、メチロールメ
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ラミン５０重量部を３０℃の温度条件下で純水に溶解し、固形分濃度３．７重量％の水溶
液を調製した。この水溶液１００重量部に対して、正電荷を有するアルミナコロイド（平
均粒子径１５ｎｍ）を固形分濃度１０重量％で含有する水溶液１８重量部を加えて接着剤
水溶液を調製した。接着剤溶液の粘度は９．６ｍＰａ・ｓであり、ｐＨは４～４．５の範
囲であり、アルミナコロイドの配合量は、ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対
して７４重量部であった。
【０１９９】
［第１偏光板の作成］
（製造例６Ａ）
　厚み８０μｍ、正面レターデーション０．１ｎｍ、厚み方向レターデーション１．０ｎ
ｍの光学等方性素子（富士フィルム製　商品名「フジタック　ＺＲＦ８０Ｓ」の片面に、
製造例５のアルミナコロイド含有接着剤を、乾燥後の厚みが８０ｎｍとなるように塗布し
、これを製造例４の偏光子の片面に両者の搬送方向が平行となるようにロール・トゥー・
ロールで積層した。続いて、偏光子の反対側の面に、位相差フィルム１Ａの片面に製造例
５のアルミナコロイド含有接着剤を乾燥後の厚みが８０ｎｍとなるように塗布したものを
、これらの搬送方向が平行となるようにロール・トゥー・ロールで積層した。その後５５
℃で６分間乾燥させて偏光板を得た。
　この偏光板の位相差フィルム３０Ａが積層された側の面にさらに、位相差フィルム４０
Ａを、アクリル系粘着剤（厚み１５μｍ）を介して、これらの搬送方向が平行となるよう
にロール・トゥー・ロールで積層して、第1の偏光板６０Aを得た。
【０２００】
（製造例６Ｂ～６Ｔ、６Ｖ～６Ｗ）
　上記製造例６Ａにおいて、位相差フィルム３０Ａ，及び位相差フィルム４０Ａに代えて
、それぞれ、表３に示す位相差フィルムを用いた以外は製造例６Ａと同様にして、第１の
偏光板６０Ｂ～６０Ｔ、並びに６０Ｖ～６０Ｗを得た
【０２０１】
（製造例６Ｕ）
　上記製造例６Ａと同様にして、光学等方性素子の片面に、製造例５のアルミナコロイド
含有接着剤を介して製造例４の偏光子の片面に積層した。続いて、偏光子の反対側の面に
、位相差フィルム１Ｅの片面に製造例５のアルミナコロイド含有接着剤を乾燥後の厚みが
８０ｎｍとなるように塗布したものを、偏光子と位相差フィルム１Ｅの搬送方向が直交す
るように、すなわち、偏光子の吸収軸と位相差フィルム３０Ｅの遅相軸が直交するように
枚葉で積層を行い、偏光板を得た。
　この偏光板の位相差フィルム３０Ｅが積層された側の面にさらに、位相差フィルム４０
Ａを、アクリル系粘着剤（厚み１５μｍ）を介して、位相差フィルム１Ｅの遅相軸方向と
、位相差フィルム４０Ａの遅相軸方向が平行となるように枚葉で積層を行い、第１の偏光
板６０Ｕを得た。
【０２０２】
［第２の偏光板の作成］
（製造例７）
　上記製造例６Ａで用いたのと同様の光学等方素子の片面に、製造例５のアルミナコロイ
ド含有接着剤を、乾燥後の厚みが８０ｎｍとなるように塗布し、これを製造例４の偏光子
の片面に積層した。偏光子の他方の面にも、同様にして、上記等方性光学素子を積層し、
５５℃で６分間乾燥させて偏光板を得た。
【０２０３】
［液晶パネルの作成］
（実施例１）
　ＩＰＳモードの液晶セルを備える液晶テレビ［日立製作所製　ＷＯＯ　Ｌ３２－Ｈ０１
］から液晶パネルを取り出し、液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、該
液晶セルのガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルの視認側の表面に、上記
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製造例７で作製した第２の偏光板を、偏光子の吸収軸が該液晶セルの初期配向方向と平行
となるように、アクリル系粘着剤（厚み１５μｍ）を介して積層した。次いで、上記液晶
セルの光源側の表面に、上記製造例６Ａで作製した第１の偏光板６０Ａを、偏光子の吸収
軸方向と、該液晶セルの初期配向方向とが直交するように、アクリル系粘着剤（厚み１５
μｍ）を介して積層して、液晶パネルを得た。得られた液晶パネルは、図２（ｂ）と同等
の構成を有するＥモードの液晶パネルである。
【０２０４】
　このようにして得られた液晶パネルを、元の液晶表示装置に組込み、光源を点灯させて
１０分後に黒表示における輝度を測定した。
【０２０５】
（実施例２～１３、比較例１～１１）
　実施例１における第１の偏光板６０Ａに代えて、表３に示すように、製造例６Ｂ～６Ｘ
で作成した第１の偏光板６０Ｂ～６０Ｘを用いた以外は、実施例１と同様に液晶パネルを
得た。得られた液晶パネルを元の液晶表示装置に組込んで、実施例１と同様に評価した。
【０２０６】
　実施例および比較例で得られた液晶パネルの構成、ならびに黒輝度の評価結果を表３に
示す。
【０２０７】
【表３】

【０２０８】



(35) JP 4938632 B2 2012.5.23

10

20

30

　実施例１～１３に示すように、第１の異方性光学素子、第２の異方性光学素子及び等方
性光学素子を、図２（ｂ）に示すようにＥモードで配置した液晶パネルは、斜め方向、特
に４５°方向における黒輝度が小さく、コントラストが高い。また、液晶パネルによる偏
光状態の変換を考慮すれば、図２（ａ）のようなＯモードの液晶パネルについても、斜め
方向の黒輝度が小さくなることが理解できる。
【０２０９】
　さらに、実施例１と比較例１の結果を考慮すると、第２の異方性光学素子が、正面レタ
ーデーションを有することで、斜め方向の黒輝度を低下できることがわかる。
【０２１０】
　また、本発明の液晶パネルの構成部材として、製造例に示した位相差フィルム、偏光子
の組合せを用いることで、各フィルムを、ロール・トゥー・ロールで積層して長尺の偏光
板が得られるため、生産性に優れており、液晶パネルの製造が容易となることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【０２１１】
【図１】本発明の好ましい実施形態による液晶パネルの概略断面図である。
【図２】（ａ）は本発明の液晶パネルがＯモードを採用する場合の概略斜視図であり、（
ｂ）は本発明の液晶パネルがＥモードを採用する場合の概略斜視図である。
【図３】本発明の好ましい実施形態による液晶パネルの概略断面図である。
【図４】本発明の好ましい実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【符号の説明】
【０２１２】
　　１００　　　　　　液晶パネル 
　　１０　　　　　　　液晶セル
　　１１、１１’　　　基板
　　１２　　　　　　　液晶層
　　２０　　　　　　　第１の偏光子
　　２０’　　　　　　第２の偏光子
　　３０　　　　　　　第１の異方性光学素子
　　４０　　　　　　　第２の異方性光学素子
　　５０　　　　　　　等方性光学素子
　　６０、６０’　　　保護層
　　７０、７０’　　　表面処理層
　　８０　　　　　　　輝度向上フィルム
　　１０ｎ　　　　　　初期配向方向
　　２０ａ、２０’ａ　吸収軸方向
　　３０ｅ、４０ｅ　　遅相軸方向
　　１１０　　　　　　プリズムシート
　　１２０　　　　　　導光板
　　１３０　　　　　　光源
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